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世界システムと生産システム

一つの問題状況

坂　本　和

　第２次大戦後の資本主義世界の体制は，周知のようにアメリカの覇権（ヘゲ

モニー）の下での世界 システム ，つまりバクス ・アメリカーナとして特徴づけ

られる 。このアメリカを覇権国とする世界システムの下で，２０世紀半ばから今

日に至る資本主義世界の体制が保持されてきた 。

　しかし ，１９７０年代以降，アメリカ経済のファンダメンタルズ（基礎的諸条件）

の低下によっ てパクス ・アメリカーナの動揺が目立ち始めた。８０年代に入 って

アメリカ経済を構造的に特徴づけることにな ったいわゆる「双子の赤字」（財

政赤字と貿易赤字），そして世界最大の廣権国から純債務国への転落（１９８５年）は ，

このようなパクス ・アメリカーナの動揺を象徴するものとな っている 。

　このような状況を背景にして ，杜会科学では，あらためて歴史における覇権

国の交替とそれによる世界システムの動態に研究の関心が集まることにな った 。

国際政治学の分野に現れた覇権のサイクル理論や世界 システム 論は，それを代

表するものてある 。近年，評判とな ったポール ・ケ不ティ（Ｐ　Ｋｅｍｅｄｙ）の

『大国の興亡（丁加肋“”肋”げ伽Ｇ舳げ０吻伽）』（１９８７年，邦訳 ・草思杜）も

また，その一環をなすものである 。

　筆者の問題意識も ，今日のバクス ・アメリカーナの動揺を念頭におきなから ，

このような近代の，したが って資本主義の歴史においてこれまでみられた覇権

国の交替とそれによる世界 システムの動態に関心をよせることからスタートす

る。 問題は，そのような近代の世界 ソステムの動態をつくり出すものとして ，

根底にある要因はなにか，ということである 。

　ここでもう一度，バクス ・アメリカーナ動揺の問題に立ちかえ って ，その根
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源を考えてみると ，「双子の赤字」に現れるアメリカ経済のファンダメ１■タル

ズの低下がそれを象徴することからあきらかなように，まず浮かび上が ってく

るのは，アメリカ産業の国際競争力の低下という問題てある。このアメリカ産

業の国際競争力かパクス ・アメリカーナのためにアメリカが負担しなけれはな

らない莫大な「国際公共財」提供の コストをもはや支え切れなくな ってきてい

るところに，今日のパクス ・アメリカーナの動揺の直接の原因があるというこ

とである 。

　それでは，このようなアメリカ産業の国際競争力の低下という問題は，さら

にとのような要因によっ てもたらされているのであろうか。これについては ，

一方では，それを１９８０年代前半のアメリカのマクロ 経済政策とそれに起因する

ドル高政策に求め，８５年Ｇ５以降の為替 レート調整の効果に改善を期待する見

解も強く存在している 。

　しかし，Ｇ５以降５年を経過したあとにも ，なおアメリカ経済のファソダメ

ソタルスについて根本的な改善の方向か見出しえていない状況の下で，アメリ

カ産業の国際競争力の低下をより長期的 ・構造的な問題として理解しなけれは

ならないという見方が強まっ ている 。そのような観点から指摘されるのは，一

つは，これまでのアメリカ政府の産業政策の非体系性 ・非一貫性である 。さら

に， アメリカ企業経営のありかたの問題である 。具体的にいえは，たとえは ，

すでに１９５０年代からみられた強力な寡占体制下で新しい技術導入や新規設備投

資が消極化し，生産性上昇率の低下を招いたということ ，あるいは，投資収益

率（ＲＯＩ）偏重型経営か短期的利益指向性への傾斜を強め，長期的成長のため

の投資不足を引き起こしたということ ，などである 。

　しかし，このような政府の政策や企業経営のありかた，いわは経済主体の行

動レベルの特質や指向性の帰結として浮かび上が ってくるのは，１９世紀末に形

成されて以来，今日までアメリカ産業の国際競争力を根底て支えてきた「アメ

リカ的生産 システム」のありかた，その機能の歴史的性格の問題である 。この

「アメリカ的生産 ！ステム」の機能低下の問題が，具体的に，この間，「目本的

経営」「日本的生産 システム」との対比で浮き彫りにな ってきたことは，周知
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のとおりである 。

　このように考えてみると ，今日のパクス ・アメリカーナの場合に限らず，こ

れまての近代の世界 ノステムの動態，具体的には覇権国の交替を規定する根源

的な要因として ，　般に「生産 ノステム」の歴史的展開という問題か，深くか

かわ っているのではないかということに思い当る 。

　そこで ，登場する問題は，ひとことていえは，これまて私たちか経験してき

た近代の世界 システムの動態がどのような「生産 システム」の歴史的展開と結

びついているのか，したが ってまた世界 システムの動態において「生産 システ

ム」の展開がどのような役割を果たしてきたのか，ということである 。

　以上のような問題状況について ，以下本稿で ，もう少し具体的に説明する

（本稿の直接的な課題は，以上のような問題状況を具体的に説明するに止まる 。それ自

体の具体的な分析は，のぢの機会に譲る）。

１． パクス ・アメリカーナの動揺

　（１）パクス ・アメリカーナの成立と戦後経済発展

　パクス ・アメリカーナは，第２次大戦の終結と戦後資本主義世界体制の再建

計画か軌道に乗り始めるなかで成立した。　般に覇権の成立には，卓越した国

力と指導力が必要であることはいうまでもないが，さらに他の諸国から覇権国

としての正当性を認められることが必要である 。アメリカにとっ て， このよう

な覇権国としての条件の整備が，第２次大戦の終結と戦後計画を主導するなか

で実現されてい った 。

　パクス ・アメリカーナが成立するまず第１の条件は，アメリカの圧倒的かつ

バランスのとれた国力であ った。アメリカの国力はすでに戦前において他の諸

国を圧倒していたか，さらに戦争を通じて急速に国力を増大させ，軍事力，経

済力，資源力，文化力などすべての点にわた って圧倒的でバラソスのとれた国

力を擁するようにな った。これに対して ，戦前は国際政治の中心を占めていた
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イギリス ，フランス，ドイツなどの西欧諸国は，いずれも戦争によっ て国力を

大きく疲弊させ，アメリカとの国力の相対的な格差はより一層大きなものとな

った。とりわげそれまでの世界システムの覇権をにぎっ ていたイギリスが国力

を著しく後退させたことは，戦後のバクス ・アメリカーナの成立にとっ て大き

な、冒、義をもっ た。

　パクス ・アメリカーナが成立する第２の条件とな ったのは，アメリカが第２

次大戦を終結に導くに際して果たした役割である 。アメリカは，この戦争を反

枢軸国側の勝利に導くために，１９４１年の武器貸与法にはじまり ，大西洋憲章制

定， 国際連合軍の設立，カイロ 会談 ・ヤルタ会談を経て ，４５年国際連合設立に

至るまで，一貫して主導的な役割を果たした。このような戦争終結に至る過程

でのリーター：■ヅ ブの発揮は，戦後アメリカが覇権国としての正当性を獲得す

るうえで重要な 、冒、義をもっ た。

　さらにバクス ・アメリカーナが成立するうえで第３の条件とな ったのは，戦

後世界 ：■ステムの機構的条件の整備におげるアメリカのリーター：／ヅ プの発揮

である 。アメリカはすでに１９３９年，自らが参戦する以前から戦後世界 ！ステム

の検討に入 っていた。戦後世界 システムは大きく ，安全保障 システム ，自由貿

易！ステム ，および国際金融 ！ステムという ，３つの柱からな っており ，これ

らの課題は，戦争終結と同時に，国際連合（１９４５年），ＧＡＴＴ体制（関税と貿易

に関する一般協定，１９４８年），ＩＭＦ（国際通貨基金，１９４５年）およぴＩＢＲＤ（国際復

輿開発銀行，１９４５年）の成立という形をとっ て実現することにな ったが，これら

の戦後世界システムの機構的条件の整備を主導したのは，早くからその検討に

入っていたアメリカであ った。こうして，戦後世界システムの整備においてリ

ーダーシッ プを発揮したことが，さらに戦後アメリカが覇権国としての地位を

確保するうえで大きく寄与したことはいうまでもない 。

　このような条件を基礎に，アメリカの覇権の下での資本主義世界 ノステム ，

パクス ・アメリカーナが，戦後，西欧諸国や日本の経済再建がすすむとともに ，

１９５０年代半ばにかげて確立してい った 。

　パクス ・アメリカーナの下で，戦後世界の資本主義は，目覚ましい経済成長
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をとげた。戦後世界経済の発展がいかに目覚ましいものであ ったかは，１９４８年

から７１年にかけて ，実質国民総生産（ＧＮＰ）の成長率が平均５％に上り ，また

工業生産の増加率が平均５．６％，さらに世界貿易の拡大率が７．３％に上 ったこと

に端的に示されている 。ロストウによれば，この時代は，１８世紀から２０世紀を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
とおして ，工業生産でも世界貿易でももっとも拡大率の大きな時代であ った 。

　このような戦後世界経済の成長を支えたものとして ，第１にあげられるのは ，

アメリカか大戦中から蓄積してきた技術革新の世界的な開花てある 。エレクト

ロニクス ，自動車，高分子合成化学，原子力利用 ，ジ ェットエンジン などの技

術革新が，戦後先進諸国の新規投資の基盤を大きく拡大した。さらに第２の要

因は，とくに先進諸国におけるケインズ主義的成長政策の採用である。完全雇

用を実現し，経済の拡大均衡の達成をめざす積極的財政政策の展開は，折から

の技術革新の進展と結合して，大きく戦後世界経済の成長に寄与した。そして

さらに，ここで重要なことは，このような世界の先進諸国の経済成長政策を支

える条件として ，ＩＭＦ，ＧＡＴＴ，ＩＢＲＤ，ＯＥＣＤなど，パクス ・アメリヵ一

ナの下での国際協調機構がきわめて有効に機能したことである 。これらは，戦

後世界経済における通貨 ・金融の管理と ，通商の自由化 ・自由貿易の拡大に大

　　　　　２）
きく寄与した 。

　（２）パクス ・アメリカーナの動揺

　しかし ，バクス ・アメリカーナは，大きな矛盾を孕んでいた 。

　　般に，覇権国は，世界 ！ステム を支える安全保障 ！ステム や各種の国際経

済システム を維持する責任をもっ ており ，またそれらのシステムの維持を負担

しうる国力を有するがゆえに覇権国たりうるという関係にある 。そして ，この

ような，いわゆる「国際公共財」としての国際 システム を維持するための負担 ，

つまり覇権国としての負担が，究極的にみずからの国力を弱めることになると

いうのが，近年の国際政治学における覇権サイクル論の示すところである 。こ

のような国際公共財の負担をめぐる覇権国としての自己矛盾は，当然，パクス

・アメリカーナの下におけるアメリカにも存在した 。
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　しかし ，バクス ・アメリカーナの場合には，このような覇権国としての自己

矛盾が，第２次世界大戦後の世界の政治構造の新しい発展段階に規定されて ，

新たな重みをもっ て存在していた。それは，戦後世界の政治構造に新たに登場

した杜会主義体制との対立，いわゆる東西対立からくる ，とりわけ安全保障 ：／

ステム 上の負担の問題である 。

　アメリカは，覇権国として資本主義世界の安全保障の責任を負う立場から ，

ソ連を盟主とする杜会主義体制の軍事力に対抗するために，グ ロー バルな安全

保障戦略を展開しなげればならなか った。しかも ，この点では，面積的に大国

とはいえ東西両側を世界の２大海洋に囲まれた「島国」であるアメリカは，中

部ヨーロソパから太平洋に至る一大大陸国家てあるソ 連に対して地政的なハ：／

ディ をもっていた。したが って ，アメリカはこのような条件の下でソ 連に対抗

するために，ヨーロヅハ アソアをはじめとして ，世界の広範な地域に軍事基

地をおき ，強力な軍事力を配備しなげれはならなか った。このような戦後アメ

リカが背負わなげればならなか った安全保障 システムの コストは，きわめて大

きなものとならざるをえなか った 。

　それは，まず第１に，現実に関与した東西体制間の局地的な戦争によっ ても

たらされた。その一つは，１９５０年６月から起こっ た朝鮮戦争である 。朝鮮戦争

は， 周知のように同年１１月末の中国の本格的参戦によって一層拡大し ，５１年７

月の休戦会談まで大規模な軍事的衝突が続いた。もう一つは，６５年２月に始ま

るウヱトナム戦争介入の飛躍的な拡大である 。ウェトナム 戦争は，以後４年に

わた って拡大を続け，７３年に至 ってようやく和平協定に到達することにな った

（アメリカ軍完全撤退は７５年）。

　戦後アメリカが負わなげれはならなか った安全保障 ：！ステムの コストは，さ

らに，戦後一貫して続げられてきたソ 連との核兵器の開発や宇宙戦略をめくる

軍事技術競争の激化によっ て， 加重された 。

　このような安全保障 ノステム 上の コスト負担も ，アメリカかそれを克服しう

る国力を十分に擁している段階には，矛盾として露呈しなか った。しかし，ヴ

ェトナム 戦争に大規模に介入し始めた１９６０年代後半以降，その矛盾が大きくな
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り， パクス ・アメリカーナを動揺させ始めた。それは，たによりも国際収支構

造の悪化とな って現れた 。

　１９７１年８月 ，ニクソソ大統領は，新経済政策を打ち出し ，パクス ・アメリカ

ーナの最重要な経済的支柱である国際通貨 システムに大修正をせまる「金 ・ド

ル交換制の停止」（金 ・ドル本位制の破綻）を発表した。これによっ て， それ
’ま

での国際 システムヘの関与の軽減を図り ，国際収支の改善を図ろうとした。し

かし ，このような経済政策の展開にもかかわらず，とくに１９７０年代後半以降
，

アメリカ経済のファソダメソタルズの低下カミより一層目立つようになり ，パク

ス・ アメリカーナの動揺はだれの目にもあきらかにな った 。

　この間の状況は，アメリカ国際収支構造の段階的な悪化に端的に現れている 。

図１に示されているように，この間，アメリカの国際収支構造の悪化は，３段

階にわた ってすすんでいる 。その第１段は，１９７１～７２年における貿易収支の赤

字転化てある 。７１年 ニクソノ大統領による「金　トル交換制の停止」はこのよ

うな背景の下で打ち出されたものであ った。以後アメリカの貿易収支は，７０年

代の半ばに一時的黒字に転化したが，７０年代後半以降一貫して赤字構造を続け

ており ，８０年代に入 ってからはより」層その幅を拡大している 。

　第２段は，１９７７年における経常収支の大幅赤字転化である 。アメリカの経常

収支は，その後打ち出されたドル防衛策によっ て一時的に回復傾向を示すが ，

８１年以降ふたたび赤字に転化し ，その幅を拡大していくことになる 。

　そして第３段は，１９８５年における対外純資産の赤字転化，債務超過国への転

落である 。アメリカは，第１次大戦を契機に債権国にな って以来，半世紀にわ

たっ て世界的な債権国としての地位を保持してきた。この，２０世紀の経済大国

アメリカの債務超過国への転落ほど，パクス ・アメリカーナの動揺を世界に強

く印象づけたものはなか った 。

　１９８０年代に入 って ，レーガノ大統領の下で，「強いアメリカ」の再建をめざ

す「経済再生計画」（レーガノミックス）が展開された。しかし ，その結果もた

らされたものは，今日 ，アメリカ経済を構造的に特徴づけることにな っている

「双子の赤字」（財政赤字と貿易赤字）であり ，そして世界最大の債権国から債務
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図１　 アメリカ国際収支構造の段階的悪化（対ＧＮＰ比）

　　　　　　〔第１段〕　　　　　〔第２段〕

　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　＊
、、　　　　　　貿　　　　　　　　経
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〔出所〕野村総合研究所編［１０年後世界経済と金融 ・資本市場」

　　１９８６年，野村総合研究所，２６べ 一ジ ，図１ ・２より作成 。

超過国への転落であ った 。

　このような局面の打開をめざして ，１９８５年秋，アメリカは先進５カ国蔵相会

議（Ｇ５）を主導し，ドル高是正の合意をつくり上げた。このＧ５合意にもと

づく ，その後の急速なドル安の昂進は，世界経済の構造を大きく転換させた 。

しかし，肝心のアメリカ経済のファソダメソタルズについていえば，この間 ，

なんら根本的な回復の方向を見出しえていないで，今日に至 っている 。ここに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
は， 今日のバクス ・アメリカーナの動揺の深刻さか，端的に示されている 。

　　１）　ＯＥＣＤ，１〃３伽〃閉５一ハ〃加９〃３ア〃伽３，〃伽〃７加９〃６Ｐｒｏ加〃６， 〃伽”＆

　　　加ｇ伽び〃卯必肋”３． １９７９
，ｐ．６７（邦訳『世界の未来像』１９８０年，日本生産性

　　　本部，１３４べ 一ジ） ：Ｒｏｓｔｏｗ，Ｗ．Ｗ
．， ｎ６ 閉０７〃Ｅ６０〃ｏ刎１９７８，Ｐ

．６７，Ｔａｂ１ｅ　Ｉ
－

　　　７

　　２）以上，荒川弘『世界経済の秩序とパワ ー１９８３年，有斐閣，１～２章 ：坂本正

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１４）
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　弘『パクス ・アメリカーナの国際 システム』１９８６年，有斐閣，１～３章 ：川田侃

　『国際政治経済学をめさして』１９８８年，御茶の水書房，ＩＶ’章，なとによる 。

３）以上，流川弘，前掲書，３章 ：坂本正弘，前掲書，３～４章 ：川田侃，前掲書 ，

　Ｉ ，Ｗ章 ：土志田征一『レーガノミックス』１９８６年，中公新書 ：田中直毅『グ ロ

　ーバル ・エコノミ ー１９８８年，日本放送出版協会 ：小島明丁調整の時代』１９８９年
，

　集英杜，たどによる 。

２． 世界システム動態への関心

　１９７０年代以降の ，このようなバクス ・アメリカーナの動揺を背景にして，杜

会科学では，あらためて歴史における ，とりわけ近代の資本主義の歴史におげ

る覇権国の交替と ，それによる世界 システムの動態に研究の関心が集まること

にな った。つまり ，今日のパクス ・アメリカーナの動揺を，１５世紀におげるス

ベイン あるいはポルトガルを覇権国とした世界システムの成立以来の，世界 シ

ステムの歴史的な展開の中に位置づけ，このような長期的な世界 システムの動

態の中でパクス ・アメリカーナのこれからの成り行き ，あるいはパクス ・アメ

リカーナ以後の世界システムのありようについて展望しようとするわげである 。

　このような研究上の関心は，とりわげ歴史学や国際政治学ないし国際関係論

の分野で盛んである 。以下では，これらの分野を中心に，１９７０年代以降脚光を

浴ぴるようにな ってきた，近代の資本主義世界 ！ステムの動態に関する代表的

な理論的研究について ，その特徴を紹介する 。

（１）ウォーラスティン（Ｉ　Ｗ３１１ｅｒｓｔｅｍ）の「世界システム（ＷＯｒ阯Ｓｙｓｔｅｍ）

　　論」

　まず１９７０年代に登場して注目を集めた資本主義世界 ノステムの動態に関する

研究に，ウォーラスティソの「世界 システム 論」がある 。ウォーラスティンは ，

１９７４年に発表した”６”ｏゐ閉Ｗ；ｏブ”一的肋舳（邦訳ｒ近代世界 ノステム』１９８１

年， 岩波書店）をはじめとする一連の著作 ・論文の中で，「世界 システム」とい

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１５）
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う概念を用いて ，１５世紀後半から今日に至る歴史の流れを大きく４つの時期に

区分し，それを，ヨーロソバで生まれた資本主義世界経済か強化 ・拡大され ，

真に世界的規模のシステムヘ発展していく過程としてとらえた 。

　まず，ウォーラスティンによれば，これまで「世界 システム」と乎ばれるべ

きものに２つのタィプか存在した。一つはｒ世界帝国（ｗｏｒ１ｄ　ｅｍｐ１ｒｅ）」であ

る。 この世界帝国の特徴は，実際にはいかに実効的な支配というにはほど遠か

ろうとも ，とにかくその領域全体に一応単一の政治 システム が作用しているこ

とにある 。もう一つは，ｒ世界経済（ｗｏｒ１ｄ－ｅｃｏｎｏｍｙ）」とでも 口乎はれるへきも

のである 。その特徴は，その内部に多数の政治 システム を内包しており（した

がっ て全体を覆う単一の政治 システム を欠落している），それを構成する各部分の基

本的なつなかりか経済的なものに依拠しているところにある（もちろん，実際に

は政治的な連携や同盟関係，さらに文化的な紐帯によって補完されているが）。 そして ，

１５世紀後半以降の近代の世界 ！ステムの特徴は，まさに「世界経済」，具体的

には資本主義「世界経済」としての性格をもっ ているところにあるということ
　　４）
である 。

　ウォーラスティンは，近代の世界 システムの性格をこのように資本主義世界

経済として位置づけた上で，その構造を，○中核諸国家（ｃｏ・・），（２）辺境地域

（ｐ・・１ｐｈ・ｗ） ，　半辺境地域（・・ｍ１ｐ・・１ｐｈ・・ｙ）という３つの地域からなり ，各地

域には，それぞれ特有の経済構造や労働管理形態，さらに国家形態が成立する

とする 。そして，これにもとづいて ，各地域の間に分業が行われ，全体として

自足的な一体性を形成していると理解する 。

　すなわち，中核諸国家に抽いては，工業セクターと分業のすすんだ農業セク

ター が成立し，資本 ・賃労働関係が支配している 。国家形態については「強

い」国家か国内資本を擁護すると同時に，辺境地域への統制を維持する体制を

確立している 。他方，辺境地域では対照的にモノカルチ ュアが存続しており ，

奴隷制あるいは農奴制が支配している。国家形態については「弱い」国家が一

般的であり ，これかみずからの辺境地域からの脱脚を困難にしている 。さらに

これら両極の地域の中間に存在するのか，半辺境地域である。ここでは，とり

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１６）
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わけ小作制か　般的に行われている 。そして ，これらの諸地域か自足的な一つ

の分業体系の中に結びつけられており ，その中で径済的余剰の流れを コントロ

ールする ，つまり中核諸国家による経済的余剰の収奪を実現する体制が形成さ

れているというわげである（以上の状況説明は，１６世紀の「ヨーロッパ世界経済」

　　　　　　　　５）
にもとづくものである）。

　さらに，ウォーラスティンは，このような近代の世界 システム を特徴づける

国際的な分業体系は，　般的に地理的拡大，商品生産の拡大，機械化の進展と

いう歴史貫通的な発展傾向をもつが，このようなシステムの発展は漸進的では

なく ，拡大期と縮小期を繰り返しながら展開する 。そして ，これと並行して ，

中核諸国家の中でもとくに他の諸国にたいして優位にたつ覇権国の交替が行わ

れていくと指摘する 。

　このような観点から ，ウォーラスティ■（と ，かれのクル ーフ）は，具体的に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
１５世紀後半以来の世界 システムの動態を，４つの時期に区分する 。

　第１は，１５世紀半ばから１６世紀末に至る ，ハプスブルグ家のスベインが覇権

を握 った時期 。

　第２は，１６世紀末から１７世紀後半に至る ，オランダが覇権を握った時期 。

　第３は，１９世紀はじめ，具体的にはナポレオノ戦争以後から ，２０世紀はじめ
，

具体的には第１次世界大戦に至る ，イギリス が覇権を握 った時期 。

　第４は，第１次世界大戦以降，現在に至る ，アメリカが覇権を握 った時期 。

　（なお，ウォーラスティ１■ らにおいては，１８世紀は覇権国が存在しなか った時期とさ

れている
。）

　ウ ォーラスティンらは，以上のように区分されたそれぞれの時期が，さらに

具体的に，の覇権国の勃興→　覇権国の勝利→　覇権国の成熟→　覇権国の

衰退，という４つの局面を経過するとする。具体的にそれがどのように経過し

たかを示してみると ，表１のようである 。

　こうして ，ウォーラスティノらによれば，近代の世界システムとしての資本

主義世界経済は，１５世紀半ばに形成されて以来，ほぽ１ＯＯ年のサイクルで覇権

国の交替を繰り返しつつ，同時に強化 ・拡大を続げ，真に世界的規模のシステ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１７）
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　　　　表１　ウォーラスティンによる ，世界 システム 展開の時期区分

覇権国

０　覇権国の勃輿

（２）覇権国の勝利

（３）覇権国の成熟

　　覇権国の衰退

スベイソ オラソダ イギリス アメリカ

１４５０～　　　　　　　　　　１５７５～１５９０　　　　　　１７９８～１８１５　　　　　１８９７～１９１３／２０

　　　　　　１５９０～１６２０

　～１５５９　　　　　　１６２０～１６５０

１５５９～１５７５　　　　　　１６５０－１６７２

１８１５～１８５０　　　　　１９１３／２０～１９４５

１８５０～１８７３　　　　　１９４５～１９６７

１８７３～１８９７　　　　　１９６７～？

〔出所〕Ｈｏｐｋｍｓ，Ｔ　Ｋ　ａｎｄ　Ｗａｌｌｅｒｓｔｅｍ，Ｉ ，ｅｔ　ａ１Ｃｙｃｌ１ｃａ１Ｒｈｙｔｈｍｓ　ｍｄ　Ｓｅｃｕｌａ　Ｔｍｄｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃａｐｌｔａ１ｌｓｔ　Ｗｏｒｌｄ

　　Ｅｃｏｍｍｙ，Ｒ舳舳皿４．１９７９，Ｐ４９９　田中明彦［世界 ノステム’１９８９年，東京大学出版会，１１５へ 一／。

〔注〕　ウ ォーラスティンの場合には，１７世紀末から１８世紀には，扇権国は存在しなかったとされている 。

ムヘと発展してきた。そして，今日 ，世界システムは第４の時期にあるが，そ

の覇権国アメリカは，１９７０年代以降，衰退の段階に入 っているというわけであ
７）

る。

　（２）モテルスキー（Ｇ．Ｍ曲１ｓｋｉ）のｒ長波（Ｌｏｍｇ－Ｃｙ６１ｅｓ）理論」

　１９７０年代末から８０年代に入ると ，上のようなウォーラスティンの「世界シス

テム 論」の成果を削提にして，さらにそれを精級化する理論か登場してきた 。

それを代表するのが，モデルスキーの「長波理論」である 。

　モデルスキー が近代世界のノステムの長期サイクル理論，つまり「長波理

論」を最初に展開したのは，１９７８年，Ｔｈｅ　Ｌｏｎｇ　Ｃｙｃ１ｅｓ　ｏｆ　Ｇ１ｏｂａ１Ｐｏ１１ｔ１ｃｓ　ａｎｄ

ｔｈｅ　Ｎａｔ１ｏｎ－ｓｔａｔｅ（Ｃｏ刎〃伽肋閉８〃６鮒舳８０６〃妙伽４Ｈ酎ｏび，２０－２，Ａｐｎ１１９７８）と

いう論文においてである 。この論文に始まる一連の論文 ・著作で，モデルスキ

ーは，１５世紀末以来，２０世紀末の今日に至るまで ，世界政治　　かれの場合 ，

世界 ：■ステムの中核にあるのは世界政治 ＝■ステムと考えられている　　には ，

ほぽ１００ないし１２０年をサイクルとする５つの長波が存在したとする 。

　さらに，それらの各長波には，０ｒ世界戦争（Ｇ１ｏｂａ１ｗａｒ）」に始まり ，　

ｒ世界大国（Ｗｏｒ１ｄ　ｐｏｗｅｒ）」 ，（３）ｒ非正統化（Ｄｅ１ｅｇ１ｔｍａｔ１ｏｎ）」
，＠ｒ分散化

（Ｄｅｃｏｎｃｅｎｔｒａｔ１ｏｎ）」 ，という４つの局面かあり ，各長波はこれらの局面を経過

して ，つぎの長波の「世界戦争」の局面に至るサイクルを描くとされる 。つま

り， 長波の展開とこれを主導する世界大国（覇権国）の交替で決定的な転機と

なるのは，ほぽ１世紀毎に起こっ た世界戦争である 。この世界戦争の結果，一

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１８）
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つの世界大国が生まれ，その地位は平和協定などによっ て世界の中で正統化さ

れる 。こうして，新たな世界 システム が形成され，それは少なくとも３０年位は

維持される 。しかし，時間の経過とともに，システム形成にあた った世界大国

のエネルギ ーは消耗し ，次第にシステムは弱体化する 。これが，非正統化の局

面である 。そして ，やがて ，主要国の中から挑戦国が登場し，公然と競争を挑

むようになり ，世界 システム が二極化ないし多極化の状況を示すようになる 。

これが，分散化の局面である 。こうして ，一つの長波は最終局面をむかえ，や

がて新たな世界戦争の勃発によっ て， 旧システムは崩壊し，新しいシステムの

形成にむか ってスタートが切られる ，というわけである 。

　　表２　 モデルスキー による ，世界 システムの長波とその４つの局面の時期区分

局　　　面 ０世界戦争→ の世界大国→ 　非正統化→ 　分散化

主要戦争 世界大国 挑戦国

Ｉ．
ポルトガル

　　　サイクル

　１４９４～１５１６

イタリアおよび
ノド洋の戦争）

１５１６～１５３９

ルトガル

１５４０～１５６０ １５６０～１５８０

ベイソ

ｎ．
オランダ

　　　サイクル

　１５８０～１６０９

スベイン ・オランダ戦争）

１６０９～１６３９

ランダ

１６４０～１６６０ １６６０～１６８８

’フフンス

皿． 第１次
　　イギリス
　　　サイクル

　１６８８～１７１３

ルイ１４世の戦争）

１７１４～１７３９

ギリス
第１期〕

１７４０～１７６３ １７６４～１７９２

’フフンス

Ｗ． 第２次
　　イギリス
　　　サイクル

　　１７９２～１８１５

フランス 革命戦争
ナポレオン 戦争）

１８１５～１８４９

ギリス
第２期〕

１８５０～１８７３ １８７４～１９１４

ギリス

Ｖ．
アメリカ

　　　サイクル

　１９１４～１９４５

第１次 ・　第２次世戦大戦）

１９４５～１９７３

メリカ

１９７３～２０００ ２０００～２０３０

　　連

〔出所〕　Ｍｏｄｅ１ｓ ｋｉ，Ｇ Ｌｏ〃ｇ　Ｃツ６

伽加閉ｏｒ〃Ｐｏ〃エ加，１９８７
，ｐ

．４０，Ｔａｂ１ｅ２ ・１

　ここで ，モテルスキー のいう ，１５世紀末以来の近代世界 ！ステムの５つの長

波とその４つの局面について，具体的に示してみると ，表２のようてある 。細

かな年代の取りかたを除けぼ，モデルスキーの場合もウォーラスティンの場合

と類似した１００～１２０年サイクルの世界 システムの動態を示している 。モデルス

キーの場合，ウォーラスティ１／との比較で異なるところは，一つは，１５世紀後

半から１６世紀後半における第１の長波の覇権国をスペインではなく ，ポルトガ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３１９）
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ルとしていることである 。もう一つは，１８世紀についての見方が異な っている 。

ウォーラスティソの場合には，１８世紀は覇権国がなか った時期とされていたの

に対して ，モデルスキーの場合には，イギリスが世界大国（覇権国）であ った

としていることである 。したが って ，モデルスキーの場合には，イギリスは ，

１８世紀の，第３の長波と ，１９世紀の，第４の長波の２つの段階にわた って覇権

　　　　　　　　８）
を握 ったことになる 。

　以上は主として世界政治の側面に着目した近代世界 ：■ステムの動態，世界大

国の交替であるが，モデルスキー は， さらにこのような世界政治システムの動

態は世界経済 ！ステムの動態と連動しているとみる 。

　この場合，世界政治システムと世界経済システム を結びつける結節点となる

のは，世界大国（覇権国）である 。世界大国がこのような役割を果たすのは ，

つぎの点からである 。

　０世界大国は，世界のｒ主導経済（１ｅａｄ　ｅｃｏｎｏｍｙ）」である 。ここで主導経

済というのは，単に経済規模が大きいということではなく ，技術革新によっ て

その時代の主導的産業部門の発展をリードし，世界経済の成長の中心としての

役割を担う経済を意味する 。歴代の経済大国は，例外なくこのような主導経済

であ つた 。

　　世界経済のフレームワークは，世界大国によっ てつくられる 。つまり ，

国際的な通貨，通商，投資，金融などの経済的なルールづくりにおいて主導的

な役割を果たすのは，経済大国である 。

　それでは，なぜ経済大国は同時に主導経済となるのか。モデルスキー は， つ

ぎの２つの理由をあげる 。

　０ある国か主導経済となるには，経済大国のもつ政治的安定性と国際的影

響力が必要である 。

　　世界大国がその役割を果していくには，高い コストが必要とされるが ，

この コストを負担するには，主導経済による世界的な規模での経済余剰の抽出

が必要である 。

　こうして ，モデルスキー は， 世界政治システムと世界経済システムは，世界

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２０）
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大国が世界経済の中で果たす主導的な役割をつうじて結合しており ，またそれ

ゆえに，この結びつきを通して ，双方のシステムの不安定性が相互に移転しあ

う関係にあるとする 。

　モデルスキー は， さらに，このような世界政治 システムと世界経済システム

の相互関連を具体的に経済 ！ステムにおげる ，いわゆるコ！トラチ ェフ（Ｎ　Ｄ

ＫＯｎｄ・ａｔ１ｅｆｆ）の長波理論をへ 一スにして理論化しようとしている 。

　モデルスキー は， もし ，コンドラチ ェフの長波を上昇期（基礎資源の希少性を

基調とする時期）３０年，下降期（基礎資源の豊富性を基調とする時期）３０年，合計

６０年のサイクルをもつものとし ，他方，モデルスキー の世界政治 システムのサ

イクルを０世界戦争→　世界大国→　非正統化→＠分散化の４局面をそれ

ぞれ３０年，合計１２０年のサイクルとみるならば，両者はほぼ一致するという 。

つまり ，モデルスキーの世界政治システムの長波の１つのサイクルは コソドラ

チヱフの長波の２つのサイクルに当たるというわけである 。

　それでは，なぜ世界経済 システムの コンドラチ ェフの長波の各局面と ，世界

政治 システムのモデルスキーの長波の各局面が対応するのか。この点について

モデルスキー は， 政治の拡大期と経済の拡大期は交互に訪れるという仮説を提

示している 。つまり ，政治の拡大期には，基礎資源が政治革新に重点的に投入

されるため，経済 ノステムの中ては基礎資源の不足か生ずる 。この結果，物価

は上昇し ，コンドラチ ェフの長波も上昇カーブを描く 。他方，経済が拡大期に

入ると ，基礎資源について逆の現象かおこり ，物価か下落し，コノトラチ ェフ

の長波も下降するという 。

　モデルスキー がいう ，このような世界政治 システムと世界経済 システムの相

互連関のメカニスムについては，多くの検討を要する問題があり ，ここでは ，

この点の是非については，これ以上立ち入らない。ここで確認しておく必要か

あることは，モテルスキーの場台 ，近代世界 ！ステム を， 世界政治 ：■ステム を

中核におきながらも ，それを世界経済システムのありかたと連動するものとし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
て， したが って両者を一体としたシステムとして理解していることである 。

　こうして ，いずれにしても ，モテルスキー の場合にも ，近代世界 ！ステムは

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２１）
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１５世紀末の形成以来，先のウォーラスティンの場合とほ憾類似した１００～１２０年

サイクルの長波を描いてきたとしている。そのような近代世界 ！ステムの動態

の理解に立 って ，モデルスキー は， さらに今目 ，アメリカを世界大国とする第

５の長波は，１９７０年代を境として第３の局面，つまり世界大国アメリカ主導の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
非正統化の局面に入 っていると位置づけている 。

　（３）ギルピン（Ｒ　Ｇｉ１巾）のｒ覇権安定（Ｈｅｇｅｍｏｎｉｃ　Ｓ鮎ｉ１ｉｔｙ）の理論」

　１９７０年代以降のパクス ・アメリカーナの動揺と ，それを背景にした上のよう

な世界 ！ステムと覇権の長期サイクル理論の展開を基礎に，さらにより積極的

に世界政治 ・経済の安定の諸条件の因果関係の分析をすすめつつ，新たな世界

システム 形成の条件をあきらかにしようとする理論に，ギルピンのいわゆる

「覇権安定の理論」や，つぎに紹介する コヘイソの「協調と国際 レジームの理

論」がある 。

　ギルピソの覇権理論は，１９８１年の著作，Ｗ加伽♂Ｃん伽ｇ３ 加Ｗ６”戸ｏ”

伽の中で，くわしくのべられている 。ギルピンの理論のエッセンスは，要約

すれは，国際 ！ステム（世界 ノステム）は覇権国（ｈ・ｇ・ｍｏｎ）か強大なとき安定

し， その力か衰えると不安定になる ，したか って国際 ：■ステムの安定には覇権

の安定が必要である ，というものである 。

　ギルピンによれば，力とは，強制と利益を供給する能力のことであり ，覇権

国とは，このような力を世界規模で発揮しうる国家のことである 。そして ，国

際システムは，覇権国がこのような強制と利益の世界的な供給能力を保持しう

る限り ，安定を維持しうる 。したか って ，国際 ノステム 安定のためには，その

ような能力をもっ た覇権国の存在が必要であるということになる 。ここには ，

暗に，パクス ・アメリカーナの今目の動揺を前にして ，ふたたび覇権国として

の「強いアメリカ」への待望がこめられているといえる 。

　ところで ，国際 ソステムの変動は，どのような条件の下で実玩するのか。こ

の点について ，ギルピンは，つぎのような５つの仮説を提示する 。

　０　国際 ！ステムは，どの国も ：■ステム を変えようとする試みか利益になら

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２２）
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ないと考えるとき ，安定する（つまり ，均衡状態にある）。

　　　もし，期待利益が期待 コストを上回るとき（つまり ，ネ ットの期待利益が

得られるとき），その国は国際 システム を変えようとする 。

　　　変化をさらにすすめることの限界 コストが限度利益と等しくなるか超え

ると ，その国は領土的，政治的，経済的拡張によっ て国際 システム を変えるこ

とを停止する 。

　＠　変化のための コストと利益が均衡したあとは，現状維持のための経済 コ

ストは，現状維持を支える経済能力を超えるようになる 。

　　　国際システムの不均衡が解決されなげれば，システムは変化して ，権力

の新しい配分を反映する新しい均衡が生まれる 。

　このような仮説に表現される国際システムの変動プ ロセスをモデルで示すと ，

　　　　　　　１１）
図２のようである 。

　　　　　　　　　　　　　図２　ギルピノの，「国際 システム」変動プ ロセス
　モデルに表現された

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力の不均等発展
国際 システムの変動プ　　システムの均衡状態　　　　　　　　 システムにおける
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　力の再配分
ロセスを具体的にみる

　ｌ　　　　　！と， まずある国がそれ
　　　　　　　　　　　　システム 危機の解決　　　　　　　　　　　 システムの不均衡
までの国際 システムの

変革を求めてくる要因　　１出所〕Ｇ１１ｐｍ　Ｒ附 伽〃ゐ伽ｇ・閉 閉・ブ１〃・１舳１９８１・１２Ｆ１・１

は， いうまでもなくシ

ステムの中て国家間の相対的な力関係を変える要因てあり ，具体的には軍事力

の変化，科学技術の進歩，経済発展なとである 。こうした要因に支えられた国

家の勢力拡大は，領土拡大あるいは対外経済進出の形をとることが多いが，こ

れが当初は急速に展開する 。しかし ，そこから得られる利益はしだいに減少し

（いわぱ「収穫低減」法則の作用），さらに限界 コストが限界利益と等しくなるか

超えると ，拡張は限界に達して停止せさるをえなくなる 。他方，国内的 ・国際

的要因によっ て消費が増え，生産 コストか上昇して ，財政は危機的状態に陥る 。

さらに経済上，技術上，あるいは組織上のスキルの国際的な伝播は，その国の

比較優位を喪失させ，新興国と衰退する覇権国との経済成長率を拡大する 。こ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２３）
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のような国家間の不均等発展からシステムにおける力の再配分が生ずることに

なり ，システムの不均衡を招来することになる 。そして ，このような不均衡を

解消する手段か，覇権戦争である。この覇権戦争の結果，新たな覇権国か台頭

し， 新たな国際 ノステム 発展のサイクルが開始されることになる 。　　以上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
が， キルピンの描く国際 ノステム 変動の図式である 。

　ところで ，さきにのへたように，国際 ！ステムの安定化には覇権の安定が必

要であるという ，ギルピ■のいわゆる「覇権安定」の考え方の背景には，ふた

たび覇権国としての「強いアメリカ」への願望がある 。しかし，上のような国

際：■ステム 変動の　般的図式との関連て ，このような現実的な願望がいかにし

て可能であるのかは，かならずしもあきらかではない 。

　（４）コヘイン（Ｒ．Ｏ．Ｋｅｏｈｍｅ）のｒ協調と国際レジーム（Ｃｏｏ岬ｍｔｉｏｎ

　　ｍｄ　Ｉｍｔｅｍａｔｉｏｍ１Ｒｅｇｉｍｅｓ）の理論」

　世界システムと覇権の長期サイクル理論の展開を基礎に，さらに積極的に世

界政治 ・経済の安定の諸条件の因果関係の分析をすすめつつ，新たな世界 シス

テム 形成の条件をあきらかにしようとする理論に，ギルピンの「覇権安定の理

論」と並んで，コヘイソの「協調と国際 レソームの理論」がある 。

　コヘイソがこの国際 レノームの理論を展開したのは，１９８４年の著作，Ａ伽ブ

Ｈ３ｇ舳０〃においてである 。コヘインの理論のエッセ１／スは，覇権国としての

アメリカの力が衰退してきているにもかかわらず，なお国際 ：■ステムが破綻に

至らず，協調によっ てある程度の安定を保って機能していることに着目し，覇

権の衰退後においても ，国際 ！ステムはすでに確立された国際 レソーム を軸に

して機能していくことが可能である 。したが って ，一旦覇権によっ て形成され

た国際システムは，覇権衰退後は覇権によらずに協調によっ て機能を維持する

　　　　　　　　　　　　　　　１３）
ことが可能である ，という点にある 。

　すでにあきらかなように，ここには，国際 ！ステムの安定には覇権の安定か

必要であるとする先のギルピソの理論に対する批判が表明されている 。しかし ，

コヘインはギルピンの覇権安定の理論を全面的に否定しているわけではない 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２４）
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また，否定しえない論理構造をもっ ている 。なぜなら ，コヘイ１／においても ，

国際 レジーム が形成される段階においては覇権国の存在が必要であるとされて

いるからである 。

　コヘイソの論議の特徴は，国際 ！ステムの形成段階には コストか大きいのて

覇権国の存在が必要であるが，システム ができ上が ったのちには，国際 レジー

ムを維持 ・運営する コストは形成時に要した コストほど大きくない。したが っ

て， 覇権国か衰退したあとも ，覇権国か構築した国際 レソーム を維持すること

によっ て， 国際 ！ステムか機能していくことが可能であるとするところにある 。

　このことが現実的に意味することは，覇権国の影響は，その現実的な力の衰

退後も ，それが形成した国際 レジーム をとおして ，末長く国際システムの中に

継続しうるということである 。さらに，そのレジームの維持 コストを レジーム

に参加する諸国間で分担することになれば，覇権国は コスト負担を軽減しつつ

これを成しうることになるということである 。このことを念頭におくと ，アメ

リカの覇権の下て形成された今日の国際 ＝■ステム ，パクス ・アメリカーナを ，

アメリカの力が後退したのちにも ，その覇権を他の国に譲ることなく ，維持し

ていこうとする願望がその背景に込められている点では，コヘイソの理論も ，

先のギルピソの場合と同様である 。コヘイソの理論が「もっとも洗練された覇
　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
権安定の理論」と皮肉られる所以である 。

　（５）猪口邦子氏の「ポスト覇権システム論」（「パクス ・コンソルティス論」）

　キルピンの「覇権安定の理論」を批判する コヘイノの「協調と国際 レソーム

の理論」も ，上にみたように，世界 システムの形成を覇権の存在を前提として

考える点ては，基本的には「覇権 ！ステム 論」としての性格をもっ ている 。こ

のように整理した上で，さらに，これからの世界 システムのありかたをこれま

での覇権 システム 論のフレームワークを超えた次元で考えようとする理論が登

場している 。その代表的なものの一つが，猪 口邦子氏の「ポスト覇権 システム

論」ないし「パクス ・コンソルティス論」である（同氏『ポスト覇権 システムと

日本の選択』１９８７年，筑摩書房を参照）。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２５）
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　猪口氏は，まずこれまでの覇権システム 論のもつ自己矛盾を指摘する 。一

　　「この理論の根幹をなす命題をまとめてみると以下のようになるだろう 。

　０国際杜会の安定化は覇権 システムによっ てこそ実現する 。　それは国際

　公共財が積極的に覇権国によっ て供給されるからである。　国際公共財の

　過剰負担は覇権国を疲労させ，覇権国のバワー は相対的に衰えていく 。（２）

　が成立する場合には，長期的には必然的に（３）の段階に至り ，国際杜会は著

　しく不安定化して ，ギルピ：■ なとはその延長上に覇権戦争が発生すると論じ

　ている 。すなわち，覇権国が国際公共財をほば独占負担する構造に立脚した

　覇権 システムは，まさしくその構造ゆえにやがては揺らぐことになるのであ

　る 。つまり覇権システムは自己破壊のメカニ ズム を内包しているわけであり ，

　そのような ！ステムは，たとえ一時的には国際杜会を安定化することかでき

　ても ，より本質的で構造的な レヘルにおいて国際杜会の不安定化を引き起こ

　すことになり ，０の命題は成立しない。」（同上書，１００～１０１べ 一ジ 。）

　こうして，覇権 システムは，いずれにしても衰退を免れない世界 システム な

のであり ，世界システムの不安定化は覇権 システムの必然的な帰結であること

を強調した上で，猪 口氏は，パクス ・ブメリカーナ以後の新しい世界 システム

のありかたとして ，これまでの覇権 システムにかわる新しい世界 システムのあ

りかた，つまり「ポスト覇権システム」を模索しなければならないとする 。

　それでは，ポスト覇権システムとは，どのようなものか。猪 口氏は，つぎの

よう７こし ・う

。一

　　「ポスト覇権 ：■ステムとは，国際政治経済場裡の各領域に最も深く関わる

　関係各国が相互に，そして外部とも絶え間ない利害の微調整を行いなから ，

　政策強調とコンソーシアム型共同管理システムの運営を通じてその特定領域

　の秩序を維持し，また各国か国民の支持と比較優位のあるところで国際公共

　財を提供し合う ，分散傾向の強い国際 システムである 。」（同上書，１０３ぺ 一

　ジ
。）

　つまり ，ポスト覇権 ：■ステムの基本は，０問題領域別の コソソー！アムの

重層的体系，　政策協調と利害の連続的微調整，　国際公共財の共同負担と

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２６）
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国際的貢献における選好と比較優位の尊重，なとにある 。以上のようなポスト

覇権 システムの特徴をより端的に，これまでの覇権 システムの特徴との対比で

示すと ，表３のようになるという 。

　　　　　　　　　　表３　「ポスト覇権システム」の特徴

基　本　要　素 覇権 システム ポスト覇権 システム

０　秩序維持の主体 覇権国 コソソーシァム

　秩序維持の基本 覇権国の強さ（国際格差） 政策協調と利害の連続的微調整

　　国際公共財の負担プ ロセス 集中的 分散的

　　交渉の形態 二国間 多国間

　　利害調整の時間 短　い 長　い

　　交渉結果の予測性 ↓局　い 低　い

の　外交交渉の役割 形式的 実質的

＠　摩擦の顕在性 ・安定性 低　い 山局　い

＠　利害調整の可能性 小さい 大きい

＠　システム 激変の可能性 大きい 小さい

○　システムの安定性 現象的 構造的

〔出所〕　猪 口邦子『ポスト覇権 システムと日本の選択」１９８７年，筑摩書房，１０３ぺ 一ジ ，表３ ・１。

　さらに，このようなポスト覇権 システムは，これまでのパクス ・ブリタニカ

やパクス ・アメリカーナとの対比では，世界 システムの秩序が特定の一国家に

よっ てではなく ，多数の諸国家の コ１■ソーシアム あるいは協調によっ てもたら

されるという意味で，「パクス ・コソソルティス」あるいは「バクス ・デ ィプ

ロマティカ」と呼ばれるべきものであるという（同上書，７１ ，１１２ぺ 一ジ）。

　すでにあきらかなように，このような猪 口氏のポスト覇権システム 論ないし

パクス ・コノソルティス 論は，これまでに紹介してきた諸理論のうちでは（４）

のコヘイ：■の「協調と国際 レノームの理論」と近接した位置を占める 。という

よりも ，同氏の理論は，コヘイノの国際 レソーム 論をより理想主義的に再構成

したものであるとい った方が理解し易いかもしれない。アメリカの覇権を軸と

した世界 ／ステムから，アメリカを基軸としつつも主要先進諸国の協調によっ

て機能する世界システムヘしだいに移行しつつある今日の現実を前にして ，こ

の現実をほぽそのままパクス ・アメリカーナ後のこれからの世界 システムのあ

りかたに置き換えたのか コヘイ：／の国際 レノーム 論であ ったとすれは，この現

実からこれまての覇権 ノステムの要素を排除し ，理想主義的な国際協調体制の

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２７）
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理論に仕上げたのが，猪 口氏のポスト覇権システム 論ないしバクス ・コンソル

ティス論であるといえる 。

　同氏自身がいうように，ポスト覇権 １■ステムは決して自動的な安定化 メカニ

ズム を内包しているわけではない。それどころか，摩擦管理の失敗や利害調整

の破綻の危険性がつねにつきまとう 。したが って ，そのような世界 システム を

実現していくことは容易なことではない 。

　そこで問題となるのは，このような新しい世界 ！ステム を実現していく条件

は何か，ということである 。しかし，この点になると同氏の指摘は，「その時

代を生きる人 々の細心の注意と最大の努力，そして最良の協調精神」や，その

ような理念にた った「日本の国際的貢献」とい った抽象的な指摘にとどまる

（同上書，１１１～１１３べ 一ジ）。

　パクス ・アメリカーナ後の世界システムのありかたを考えるとき ，覇権 シス

テムの要素を排した国際協調体制を構想することの意義は多としなければなら

ない。しかし，それはどのような客観的な条件の上で可能となるのか。この点

の分析が残されている 。

　（６）世界システムの動態と資本主義の発展段階

　以上，バクス ・アメリカーナの動揺という現実を背景に，１９７０年代以降脚光

を浴びるようにな ってきた，近代の世界 システムの動態に関する代表的な理論

的研究について，その特徴を紹介してきた 。

　これらの紹介をつうじて ，それらの理論がいくつかの共通点をもつことがあ

きらかにな った。まず第１は，近代の世界 ！ステムの動態をいわぱサイクル論

的に理解する点である 。この点は，さらに二重にそうな っている 。まずそれら

の理論は，世界システムの動態を覇権国の交替，つまり覇権のサイクルを軸と

して理解しようとしている点で，サイクル論的である 。さらにこれらの理論は

いずれも ，個 々の世界 システムの変動の中に，覇権の確立→衰退，あるいはシ

ステムの均衡→不均衡，とい った共通の運動サイクルを見出すことに主眼をお

く点でも ，サイクル論的な性格をもっ ている 。いうまでもなく ，これら２つの

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２８）
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点でのサイクル論的な性格は，相互に密接に結びついている 。このような特徴

は， これらの理論が主として属している国際政治学の理論的な特質にもとづく

と思われる 。

　第２の共通点は，世界 システムの動態を覇権のサイクルを軸として理解しよ

うとすることから必然的に帰結することであるが，それが，大まかにい って１

世紀単位（１００～１２０年）のサイクルをもつものとして描かれてきている点であ

る。 論者によっ て時期区分に多少の違いはあるが，結果として ，世界 システム

の動態を世紀単位のサイクルで理解しようとしている点は共通である 。それは ，

具体的には，ウォーラスティノやモデルスキーの段階区分で示されているもの

である 。そして ，とくに資本主義の政治 ・経済 システム が確立した１９世紀以降

でいえば，描かれている大まかなイメージは，共通してつぎのようなものであ

る。

　０１９世紀　　　イギリスを覇権国とするバクス ・フリタニカの段階

　　２０世紀　　　アメリカを覇権国とするパクス ・アメリカーナの段階

　　２１世紀　　 ハクス ・アメリカーナ第２ラウノト（ハートＩ）の段階，ある

　　　　　　　　いはポスト ・パクス ・アメリカーナ（バクス ・コ１■ソルティ

　　　　　　　　ス）の段階

　これまで紹介してきた近代の世界 システムの代表的な動態理論は，こうして ，

サイクル論的な性格をもっ ている点，および具体的に世界 システムの動態を世

紀単位のサイクルで理解する点で，共通性をもっ ている 。

　しかし，ここでもう一度，近代の世界 システムの動態の現実に立ちかえ って

みるとき ，当然行き当たるのは，それが，これまで紹介してきた理論が示すよ

うに，覇権をめぐる「サイクル的展開」，具体的には世紀単位のサイクル的展

開を示してきたという側面と同時に，資本主義政治 ・経済 ノステムの世界的な

「発展的展開」の過程であ ったという現実である 。そこで，このような資本主

義政治 ・経済 システムの発展的展開の側面からみると ，とくにそれが確立した
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
１９世紀以降の歴史は，大方の理解では，つぎのようなものである 。

　０１９世紀　　　自由競争資本主義の段階

　　　　　　　　　　　　　　　　（３２９）
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　　２０世紀　　寡占（独占）資本主義の段階

　　２０世紀末（現代）～２１世紀　　国際寡占資本主義ないし国際管理資本主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　義の段階への移行期

　これまでの世界 ノステムの動態理論は，資本主義政治 ・経済 ノステムの発展

的展開の現実から覇権のサイクル的側面を抽象化し ，もっ ぱらこの側面から歴

史像を描いてきた．という特徴がある 。しかし，歴史の展開を現実に則して理解

しようとすれば，これら２つの側面を統一的に把握することが必要である 。

　このように２つの側面を統一的に把握することによっ て， 私たちは，世界 ：■

ステムの動態理論についても ，また資本主義政治 ・経済システムの発展段階の

理論においても ，より深い理解を得ることができる 。

　すなわち，世界 システムの動態理論についていえば，上にみたような，０

１９世紀一バクス ・ブリタニカ→　２０世紀一パクス ・アメリカーナ→　２１世

紀一ポスト ・パクス ・アメリカーナ，とい ったサイクル的展開が，同時に資

本主義政治 ・経済 ！ステムの○自由競争資本主義→　寡占資本主義→　国際

寡占（国際管理）資本主義，という段階的展開をその内容としていることがあ

きらかになる 。

　また，資本主義政治 ・経済システムの発展段階の理論についていえば，その

段階的な展開が，具体的にはそれぞれ交替する覇権国の主導の下ですすめられ

たことがあきらかになる 。

４）Ｗ
ａ１１ｅｒｓｔｅｍ，Ｉ ，丁加〃ｏ４舳Ｗ０７〃亙６０〃ｏ刎ツーＣ砂伽脇Ａｇ７舳〃舳ｏ〃

　〃３０ｒ卿郷ｇグ肋６１１；鮒ｏ伽伽Ｗ；ｏブＺみ厄６０〃ｏ刎ツ閉〃３１６〃Ｃ伽〃似Ｉ，１９７４
，ｐｐ

　３４７－３４９（邦訳［近代世界 ！ステム皿』１９８１年，岩波書店，２７９～２８１べ 一ソ）。

５）〃〃 ，Ｃｈａｐｓ２，６，７（同上邦訳，Ｉ ，第２章，皿 ，第６章，７章）。

６）Ｈｏｐｋｍｓ，Ｔ　Ｋ　ａｎｄ　Ｗａ１１ｅｒｓｔｅｍ　Ｉ ，ｅｔ　ａ１ ，Ｃｙｃ１１ｃａ１Ｒｈｙｔｈｍｓ　ａｎｄ　Ｓｅｃｕ１ａｒ

Ｔｒｅｎｄｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃａｐ１ｔａ１１ｓｔ　Ｗｏｒ１砒ｃｏｎｏｍｙ－Ｓｏｍｅ　Ｐｒｅｍ１ｓｅｓ　Ｈｙｐｏｔｈｅｓｅｓ　ａｎｄ

　Ｑｕｅｓｔ１ｏｎｓ，Ｒ舳舳，Ｉ４．１９７９，Ｐ４９９田中明彦［世界 ：■ステム』１９８９年，東夙大

　学出版会，１１２～１１５べ 一ジ 。

７）　ウォーラスティソは，１４世紀半ぱに成立して以来，今日に至 っている資本主義

　世界 ソステムは，将来消減して，杜会主義的な世界 ソステムに替わると考えてい

　る 。そのような杜会主義的な世界システムについて，つぎのようにのべている 。
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　　　　「今日 ，世界経済には封建的 システム が存在しないと同様に杜会主義 システ
　　　ムも存在しない。なぜなら，ただ一つの世界 システム が存在しているのみであ

　　　るからである 。それは世界経済であり ，定義によれぱ形態上，資本主義的であ

　　　 る。 杜会主義は新しい種類の世界 システムの創出を意味している 。杜会主義は

　　　再分配的な世界帝国でも資本主義世界経済でもなく ，一つの杜会主義世界政府

　　　を意味するものである ・」（Ｗａ１１ｅｓｔｅｉｎ，Ｉ
・， 丁加Ｃ砂伽伽Ｗｏ・〃亙・ｏ．ｏ刎

　　　１９７９
・Ｐ

・３５・邦訳ｒ資本主義世界経済Ｉ』１９８７年，名古屋大学出版会，１章，４２

　　　ぺ 一ジ 。）

８）モデルスキーの理論は，１９７８年の論文，Ｔｈｅ　ＬｏｎｇＣｙｃ１ｅｓｏｆＧ１ｏｂａ１Ｐｏ１ｉｔｉｃｓ

　　・・ｄ・ｈ・Ｎ・・ｉ・・一・・・…Ｃ・刎〃伽伽８〃伽洲・・１・１〃〃珊榊２０－２，Ａｐ．ｉ１

　　１９８７以後，数多くの論文で展開されているが，時問を経るにしたが って幾分変
　　化してきている 。以上は，モデルスキーの理論の比較的に新しいレベルが示され

　　ていると思われる ，Ｌｏ惚Ｃツ６伽閉 Ｗｏブ〃戸ｏ伽６５．１９８７，およぴ『国際問題』

　Ｎｏ３１５・１９８６年６月号所収の論文ｒ世界政治の律動と課題　　今後３０年を見通

　　して」（原題Ａ　Ｇ１ｏｂａ１Ｐｏ１ｌｔ１ｃｓ　Ｓｃｅｎａｒ１ｏ　ｆｏｒ
２０１６）に主として依 っている 。こ

　　の他に，邦訳で紹介された論文として ，「世界指導国４つの条件」『Ｖｏｉｃｅ』１９８３

　年１０月号 ：「長波理論で探る全面平和の可能性」『中央公論』１９８５年９月号，など
　　も参照 。

９）以上・世界政治 ノステムと経済 ノステムの連関については，Ｍｏｄｅ１ｓｋ１，Ｊ
，

　Ｌｏｎｇ　Ｃｙｃ１ｅｓ，Ｋｏｎｄｒａｔ１ｅ丘ｓ，ａｎｄ　Ａ１ｔｅｍａｔｍｇ　Ｉｍｏｖａｔ１ｏｎｓ＿Ｉｍｐ１１ｃａｔ１ｏｎｓ　ｆｏｒ Ｕ　Ｓ

　Ｆｏｒｅｉｇｎ　Ｐｏ１ｉｃｙ，ｉｎ　Ｋｅｇ１ｅｙ，Ｃｈ．Ｗ 一，

Ｊｒ．ａｎｄ　ＭｃＧｏｗａｎ，Ｐ．（ｅｄ ．）

，ｎ３Ｐｏ伽６０１

　Ｅ６０〃ｏ岬げハｏ〃幼Ｐｏ伽ツＢ６ん伽ゴｏ４１９８１ ：田中明彦，前掲書，１０５～１１２べ
＿

　　ジ ，による 。

１０）モデルスキー が世界 システム 第５の長波における覇権国アメリカの将来をどの

　ようにみているかについては，つぎのような叙述が参考になる 。

　　　 「アメリカにとっ て１９７０年代は，急激な変化と世界大国の地位からの後退の

　　時期であ った。他方，ここ数年来アメリカの地位はかなり安定しており ，アメ

　　　リカの覇権終焉論を証拠だてるものはほとんどない。アメリカは，２１世紀に向

　　けてグ ローバルな役割を十分に果たし続けることを期待されるのである 。」

　　（ｒ世界政治の律動と課題」『国際問題』１９８６年６月号，１３べ 一ジ 。）

　　 この叔述から ，かつてイギリスカミ１９世紀の第４の長波において ，１８世紀の第３

　の長波に引き続き，第２ラウンドの覇権国とな ったように，アメリカについても

　２１世紀の第６の長波において引き続き覇権国となりうると考えている（いわばバ

　クス ・アメリカーナ ・パートｎの実現），あるいは，そうなることを願望してい

　ることが窺える 。

１１）以上，Ｇｉ１ｐｉｎ・Ｒ
・， Ｗ；〃伽６Ｃん伽９６ 加Ｗ；ｏｒ〃Ｐｏ伽６３．１９８１

，ＰＰ．９－１５
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　１２）以上，必”，ｐｐ
．１０５，１５５，１８５，２０９－２１０

　１３）以上，Ｋｅｏｈａｎｅ，Ｒ．Ｏ
．， Ａ伽ブＨ３ｇ閉ｏ〃ツ

，１９８４・ＰＰ
・８３－８４・１０７・１０９

　１４）以上，猪 口邦子『ポスト覇権 システムと日本の選択』１９８７年，筑摩書房，９３～

　　９７べ 一ジを参照 。

　１５）ただし，　のように，２０世紀末の現代の資本主義の発展段階を ，１９７０年代前

　　半までの寡占（独占）資本主義の段階と区別して，「国際寡占（独占）資本主義」

　　ないしｒ国際管理資本主義」の段階として明確に位置づけている例は少ない。川

　　 田侃ｒ国際政治経済学をめざして』１９８８年，御茶の水書房，皿章２ ：坂本和一

　　『現代工業経済論』１９８８年，有斐閣，終章，などを参照 。

３． 世界システムと生産システム

　以上，２では，パクス ・アメリカーナの動揺という現実を背景に，１９７０年代

以降注目を浴ぴるようにな ってきた，近代の世界 ノステムの動態に関する理論

的な研究について ，その特徴を紹介してきた 。

　筆者の問題意識も ，１でみたような今日のバクス ・アメリカーナの動揺を念

頭におきながら，このような近代の，したが って資本主義の歴史においてこれ

までみられた覇権国の交替と世界システムの動態に関心をよせることからスタ

ートする 。問題は，そのような近代の世界システムの動態，したが ってまた同

時に資本主義政治 ・経済システムの発展的展開をつくり出すものとして ，その

根源にあるものはなにか，ということである 。

　（１）パクス ・アメリカーナ動揺の根源

　この問題を考えていく糸口として，もう一度，今日のバクス ・アメリカーナ

動揺の問題に立ちかえる 。

　パクス ・アメリカーナの動揺という場合，それを象徴するのは，すでに１で

もみたように，アメリカ経済のファソダメソタルズの低下，とりわけアメリカ

の国際収支構造悪化の問題である。このことか象徴するように，バクス ・アメ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３２）
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リカーナ動揺の原因としてまず浮かび上が ってくるのは，アメリカ産業，とり

わけ製造業の国際競争力の低下という問題である 。このアメリカ産業の国際競

争力が，パクス ・アメリカーナのためにアメリカが負担しなけれぼならない莫

大な国際公共財提供の コストを支え切れなくな ってきているところに，今日の

パクス ・アメリカーナ動揺の原因があるということである 。

　それでは，このようなアメリカ産業の国際競争力の低下という問題は，さら

にとのような要因によっ てもたらされているのであろうか。この点について ，

今日アメリカでも ，またわが国でもさまざまな見解が存在している 。これらの

見解は，整理してみると ，ほぽ以下のような４つのパターンにまとめられ砦二

　第１は，ドル高原因説とでもいわれるべきものである。この見解は，アメリ

カ産業の国際競争力か長期的 ・構造的に低下してきているという見方をとらず
，

今日アメリカの貿易収支が赤字にな っているのは，１９８０年代前半のアメリカの

マクロ 経済政策とそれに起因するドル高政策によるもので，一時的 ・経過的な

ものであるとする見解である 。したが って ，この見解は，直接的には今日の貿

易赤字をいかにして解消するかに関心をもっ ている 。具体的に，その処方隻の

重点とされるのは，アメリカ自身の財政赤字の縮少と為替 レート調整（ドル高

是正）による輸出の振興，日本，西トイソなとの貿易黒字国の内需拡大，さら

に最大の対米貿易黒字国 ・日本の市場でのアメリカ商品にたいする「輸入制

限」の撤廃（日本市場のｒ開放化」），などである 。このような見解は，とくにア

メリカのマクロ 経済学者や政府の経済政策 ・通商政策の担当者にみられるもの

である 。しかし ，この見解の処方簑の最大のポイントである１９８５年Ｇ５以後の

大幅なドル高是正にもかかわらず，今日に至 っても財政赤字と貿易赤字の解消
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　 １７）

が目立ってすすんでいないことは周知のとおりである 。

　第２の見解は，アメリカ産業の国際競争力の低下より長期的 ・構造的な問題

として把握しなければならないとした上で，その原因をとくにアメリカの産業

政策の非体系性 ・非一貫性に求めるものである 。この見解は，たとえば，ライ

シュとマガジナー（Ｒ・Ｂ・Ｒｅｉｃ ｈ　ａｎｄ　Ｉ・Ｃ・Ｍａｇａｚｉｎｅｒ）の〃６〃加”〃８・Ａ〃加６＾
Ｂ〃舳６５５・１９８３（邦訳『アメリヵの挑戦　　　日米欧の企業戦略と産業政策』１９８４年

，

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３３）
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東洋経済新報杜）に典型的に示されている。ライッシ ュらは，アメリカにも暗

黙の産業政策が存在するが，それがいかに非体系的で一貫性のないものである

かと指摘し，その上で，アメリカも他の国 々の成功した産業政策に対応しうる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
ような体系的な産業政策を必要としていると主張する 。

　同様の認識にたって具体的な政策提言をしたものに，１９８５年の産業競争力委

員会の報告，いわゆるヤング報告がある 。１９８３年６月 ，当時のレーガン大統領

は産業界，労働界，学界などの代表３０人からたる産業競争力委員会

（Ｐ．ｅ．１
ｄｅｎｔ’。 Ｃｏｍｍ１。。。ｏｎｏｎＩｎｄｕ・ｔ・１ａｌＣｏｍｐｅｔ１ｔｌｖｅｎｅｓｓ）を発足させた（委員長は

，

ヒュレット ・パッ カード杜杜長Ｊ ．ヤソグ）。 同委員会は，８５年１月 ，ＧＺｏ６”

Ｃｏ卯３洲ｏ〃一Ｔ１加１Ｖ；３側Ｒ３〃勿と題する報告を大統領に提出した・この ・

いわゆるヤンク報告は，この２０年間（１９６０～８３年）のアメリカの労働生産性の

上昇が目本や西ドイツなどあ主要貿場相手国に大きく劣 っており ，とくに日本

はアメリカの５倍も生産性を上昇させた。また実質賃金は７３年以来停滞し，製

造業の資本収益率は６０年代半ば以来低下している 。そして，これらの原因は ，

製造業の国際競争力の低下にあるとする。製造業の国際競争力の低下か，国際

市場での競争に耐えられず，実質賃金の低下をもたらしているというわげであ

る。 同報告書はこのようた事実認識に立 って ，アメリカ産業の国際競争力充実

のため，技術上の優位確保，資本形成の促進，人的資源の質の向上，国際貿易

　　　　　　　　　　　　　　１９）
政策の確立などを勧告している 。

　第３の見解は，アメリカ産業の国際競争力の低下を長期的 ・構造的な問題と

して捉えなげればならないとする点では第２の見解と同じであるが，その原因

を主としてアメリカ企業経営のありかたに求めるものである 。つまり ，アメリ

カ企業では，すでに１９５０年代からみられた強力な寡占体制の下で新しい技術導

入や新規設備投資が消極化し，その結果として生産性上昇率の低下を招いてい

る。 さらに，アメリカ企業における投資収益率偏重型の経営か短期的利益指向

性への傾斜を強め，長期的な視点からの成長のための投資不足を招いている 。

これらのことか，今目アメリカ産業の国際競争力の低下を引き起こしていると

いうわけである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３３４）
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　アメリカでこのような見解を示すのは，主として経営学者，ヒノ不ス ・スク

ールの研究者たちである。その先駆けをなしたのは，すでに１９８０年にＨ脈

リ〃♂Ｂ〃６伽５５ Ｒ〃舳（Ｊｕｌｙ－Ａ
ｕｇ ．， １９８０）誌に出されたヘイズとアバナシー（Ｒ

Ｈ　Ｈａｙｅｓ　ａｎｄ　Ｗ　Ｊ　Ａｂｅｍａｔｈｙ）の論文，Ｍａｎａｇｍｇ　Ｏ甘Ｗａｙ　ｔｏ　Ｅｃｏｎｏｍｃ　Ｄｅ．

Ｃ１ｍｅてある 。かれらは，つぎのようにのへている 。

　　 「数年前からアメリカ経済の活力は著しく衰弱し ，経済全体の繁栄につい

　て不安が高まっ てきた。この健康と自信の喪失は，何が原因か。経済学者や

　経済界のリーダー たちはＯＰＥＣの強奪，税制や金融政策の不備，規則の増

　大とい った要因をあげる 。しかし，これだけでは十分ではない。このような

　要因だげでは，例えはなぜアメリヵの生産性の伸ぴ率か ヨーロヅパに比へ ，

　絶対的にも相対的にも低いのかを説明できない。…（中略）

　　われわれの研究によれは，今日 ，企業が成功するには技術を基盤にして
，

　市場で組織的に競争することが必要である 。つまりすぐれた製品を提供して
，

　長期にわた って競争せねぱならない。ところがアメリカの経営者たちはかれ

　らか最新最善の経営原則と考えるものに従 って，その関心を別な面にますま

　す向げてきたのである 。この新しい経営原則なるものは精級で応用範囲が広

　いものの，（１）経験から生ずる洞察力よりも分析的推論と ，（２）技術的競争力

　の長期的開発よりも短期的 コスト削減を推奨する 。われわれの見るところで

　は，アメリカ経済の活力をひそかに奪ってきたのは，他ならぬこの新しい経

　営教義であ った。」（””，ｐｐ
．６７－６８．邦訳「経済停滞への道をいかに制御し発展に

　導くか」『ダイヤモソド ・ハーバード ・ビジネス』１９８０年１１－１２月号，６７～６８べ 一

　ジ
。）

　同様の見解は，さきに第２の見解であげたライシ ュとマガジナーの『アメリ

カの挑戦』の，第皿部，第ｗ部の産業政策分析に先立つ第Ｉ部，第ｎ部でも指

摘されている 。

　また，ハーバ ード ・ビジネス ・スクールの企業戦略論の教授ポーター（Ｍ
　　　　　　　　　　　　　　　　２０）Ｅ．

Ｐ０血ｅ・）も同様の見解を示している 。かれは，つぎのようにのべている 。

（３３５）
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　　「日米貿易不均衡問題の根は，日本側にあるのではない。米国側にあるの

だ。 ここ数年，米企業は従業員の訓練，労使関係の改善，品質管理，新技術

の導入などの面で，努力してはいる 。しかし，その努力は始まっ たばかりで ，

十分というにはほど遠い。企業の研究開発費は伸びているとはいえ，日本や

　西独の伸ぴ率に及はない」（［朝日新聞』１９８６年５月１８日 。）

　　「企業にはクローハルな視野，戦略か必要だ。ここで問題なのは，米企業

　の多くが安易な方法として，安い部品を目本や台湾から調達したことだ。短

期的にはこの選択はプラスだが，その結果生産技術を高めそこなうと ，企業

　の体力は長期的には弱まる 。

　　たとえは，テレヒの場合かそうだ。米企業か日本との競争に直面したとき

　の対応策は，労働集約的な部分の調達を国内から韓国，台湾に切り替えただ

　けだ った。一方，目本は米国での生産をはじめ，オートメーショソ，高度技

　術を導入して ，米国の高い労働 コストかあまり問題でなくな った。目本企業

　は難しい道を選んだ結果，強くな った。」（『日本経済新剛１９８６年５月１９日 。）

　第４の見解も ，アメリカ産業の国際競争力の低下を長期的 ・構造的なものと

して提えなければならないとする点では第２ ，第３の見解と同様である 。しか

し， この見解は，その原因をさらにつき詰め，いわゆる「アメリカ的生産 ！ス

テム」のありかた，その機能の歴史的性格に求めるものである 。つまり ，１９世

紀末に形成されて以来，今日までアメリカ産業の国際競争力を根底で支えてき

たいわゆる「アメリカ的生産 ！ステム」は，元来，標準化された製品の大量生

産＝■ステムとして ，もっとも合理的なものであ った。しかし ，１９７０年代以降
，

新しい技術革新を背景にして ，他の先進国，とりわけ日本で，より技術集約性

の高い製品を，顧客の注文に応じて多様な形で，迅速に供給する柔軟な新しい

「生産 システム」が発展しはじめてきた。しかも ，この時期から同時に，世界

市場の単一化，いわゆるグ ローバリゼ ーショソが急速にすすみはじめたことに

よって ，アメリカ産業か国際競争に曝される度合か飛躍的に高まっ た。 このよ

うな状況の下で，これまでの硬直的な「アメリカ的生産 システム」の機能的な

限界が，アメリカ産業の国際競争力の低下として露呈することにな った，とい

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３６）
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うわけである 。

　このような見解は，たとえば，先に第２の見解を代表するものとして紹介し

た『アメリカの挑戦』の著者の一人，ライシ ュのもう一つの著書，丁加ル倣

Ａ舳〃６伽ルｏ〃伽れ１９８３（邦訳『ネクスト ・フロンティア』１９８３年，三笠書房）の

中で示されている 。

　ライシ ュは，同上書の中で，まず今日の国際競争の激化と新しい技術革新を

背景にして ，先進国が生きのびるために開発しなけれぼならない製品として
，

０精密工学，複雑な検査，高度な管理などを必要とする製品，　特定の顧客

の特別な需要に合わせて製造する製品，　技術の絶え間ない進歩を必要とす

る製品，という３つの製品をあげる（”〆，ｐｐ．１２８－１２９；同上邦訳，１１６～１１８ぺ
一

ジ）。 そして ，つぎのようにいう 。

　　 「この３種類の製品……には，共通点がいくつもある。いずれも労働者の

　技術に頼るものであり ，その技術は作業チームの中で進歩することが多い 。

　また，これまで別 々にあつかわれてきた企業の各機能（研究，デザイン ，工

　学技術，購入，製造，流通，市場取引，販売なと）は新しい事態にもただち

　に対応できるような，局度に統一された一つのノステムにまとめられなけれ

　はならない。この総合的な生産タイプを一言てあらわせは，『柔構造 ！ステ

　ム（Ｈｅｘ１ｂ１ｅ　ｓｙｓｔｅｍ）』と 口乎へるだろう」（〃〃 ，ＰＰ１２９－１３０ ，同上邦訳，１１８～

　１１９べ 一ジ
。）

　ライシ ュによれば，目本は他の先進国に先駆けて「アメリカ的生産 システ

ム」からこのような「柔構造 ！ステム」に移行した。西トイソや フラノスにし

ても ，切り換えに日本よりは苦労しながらも ，かなり成果を上げてきている 。

台湾や韓国でさえも ，この新しい生産 システムに移行しようとしている 。それ

に比べれば，アメリカは，これまでのところ低迷を続けてきているという

（〃ムｐｐ．１３１－１３２；同上邦訳，１２０～１２２べ 一ジ）。 そして ，アメリカについて，つ

ぎのようにいう 。

　　「アメリカ産業の基盤は，根本的に変えられなげれはならない。本当にア

　メリカの繁栄を取りもとすためには，大量の資本と労働力を柔構造 ノステム

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３７）
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　生産にふりむけなげればならない。けれども ，規格品の大量生産組織は，そ

　の生産規模と生産量を拡大することしか認めようとはしない。アメリカの経

　営者は，この根本的な改革を行う用意がないので，新たな生産投資も行わず

　に，企業の収入を維持したり増やしたりすることだけに力を注いできた。こ

　れでは，アメリカ有数の人材の時間と能力がまっ たく無駄に使われているこ

　とになる 。」（””，ｐ．１３９；同上邦訳，１３８～１３９べ 一ジ）。

　なお，最近（１９８９年），ＭＩＴ（マサチ ュセッッエ科大学）で編成された産業生産

性委員会（Ｔｈ・Ｃｏｍｍ・・１ｏｎ　ｏｎ　Ｉｎｄｕ・位１・１Ｐ・ｏｄｕ・ｔ１ｖ１ｔｙ）から ，アメリカ産業の生

産性低下の実態に迫る，２年かかりの分析作業をまとめた報告””３閉

Ａ舳３〃６０＿Ｒ３ｇ〃〃加ｇ肋３Ｐズｏゴ肌〃叱１１；♂８６（ｅｄ． ｂｙ　Ｍ二Ｌ．Ｄｅ直ｏｕｚｏｓ，Ｒ　Ｋ　Ｌｅｓ －

ｔｅｒ　ａｎｄ　Ｒ．Ｍ．Ｓｏｌｏｗ）（［メィド ・イソ ・アメリ １カーアメリカ産業の生産性回復のため

にｊ）が出され，話題をよんでいる。同報告は，アメリカ産業の生産性低下の

原因として，０時代遅れの戦略，とりわげ標準化した商品の大量生産に行き

過ぎた信頼を寄せる戦略，　短期的な視野，つまり経営者が長期的な設備投

資よりも目先の収益の向上に重点をおく経営態度，（３）開発と生産における技

術の脆弱さ ，＠人的な資源の軽視，　企業内部および企業をめぐる外部との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
協力体制の失敗，　政府 ・企業間の足並みの乱れ，の６つの点をあげている 。

すでにあきらかなように，この報告は，今目のアメリカ産業の生産性低下の原

因を長期的 ・構造的な観点から分析したものであり ，そのような観点から浮か

ぶ要因を包括的にあきらかにしている。つまり ，上にみてきたようた各種の見

解との関連では，第２から第４まで見解の内容を網羅している 。しかし ，その

中でもとくに第４の見解で示したような「生産 ：■ステム」レベルの要因がまず

第１の要因（０の要因）として設定されていることは，つぎにのべるような筆

者の問題意識からすれぱ，本書の意義を考える上できわめて輿味深いものがあ

る。

　アメリカ産業の国際競争力の低下の原因をどこに求めるかについて，今日み

られる見解を整理してみると ，以上のように，ほぼ４つのバター 川こまとめら

れる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３８）
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　ここで，これらの４つの見解について ，筆者の立場からもう一度位置づけて

みる 。

　まず，近年の論議の動向をみると ，一部のマクロ 経済学者や政策担当老のレ

ベルでは依然として第１の見解が根強いものの，最近のＭＩＴ産業生産性委員

会の報告にみられるように，今日のアメリカ産業の国際競争力の低下問題を ，

単にこの間のマクロ 経済政策に起因する一時的 ・経過的なものとするのではな

く， 長期的 ・構造的なものとして把握しなけれぱならないとする点が，大方の

共通認識とな ってきていると思われる 。ここでも ，まずこの点を理解の前提と

する 。

　したか って ，ここでは具体的に第２ ，第３ ，およぴ第４の見解に重点かおか

れることになる 。そこで，さらにこれらの見解についてみると ，今日のアメリ

カ産業の国際競争力の低下問題を長期的　構造的な視点から把握しようとする

場合に，　般にあげられるのは，第２ないし第３の見解である 。つまり ，この

点にかかわ って多くの場合問題とされるのは，０アメリカ政府の産業政策の

非体系性 ・非一貫性，あるいは　アメリカ企業経営の寡占的体質や投資収益

率偏重の傾向，短期的利益指向性への傾斜などの点である 。

　ところて，国際競争力の低下問題を長期的 ・構造的に捉えようとする場合の

これら２つの見解の特徴は，問題を政府や企業とい った経済主体の，いわば行

動レヘルの特質や指向性で把握しようとしている点てある 。しかし ，このよう

な経済主体の行動 レヘルての特質や指向性が実際に国際競争力として発揮され

るのは，具体的に生産活動を担う個別産業の，個別企業での「生産 ノステム」

を通しててある 。したが って ，問題は経済主体の行動 レヘルの認識にとどまら

ず， さらに生産活動を担う企業の，このような構造や ！ステムのレヘルにまで

掘り下げてみ必要がある 。そして，そのような認識のレベルで浮かんできたの

か， 第４の見解，つまり１９世紀以来，今日までアメリカ産業の国際競争力を根

底で支えてきた「アメリカ的生産システム」のありかた，その機能低下の問題

である 。

　こうして，上に整理してきたような４つの見解は，単に並列的に理解される
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べきではなく ，重層的な関連で理解しておくことが必要である。したが ってま

た， 今日のアメリカの国際競争力の低下問題を考える場合，第１から第３の見

解， とりわけ第２ ，第３の見解を念頭におきつつ，さらに根底的には第４の見

解で示されているような「アメリカ的生産 ：■ステム」のレヘルから問題を発掘

することが必要となる 。

　（２）世界システムの動態における生産システムの役割

　さて ，この．ように考えてくると ，今日のバクス ・アメリカーナの場合に限ら

ず， これまでの近代の世界システムの動態，具体的には覇権国の交替を規定す

る根源的な要因として ，　般に「生産 ！ステム」のありかたの問題が深くかか

わっ ているのではないかということに思い当たる 。つまり ，それぞれの世界 シ

ステムにはその生産力を支える固有の生産 システム があり ，覇権の所在はその

ような生産 システムの先駆的な創出と深くかかわっているのではないかという

こと ，したかってまた覇権の交替は生産 ！ステムの歴史的な展開と連動してい

るのではないかということ ，である 。

　このような視点から ，もう一度これまでの世界 ！ステム 論や覇権理論をみな

おしてみると ，この点が必ずしも明確にされているとはいえないように思われ

る。 確かに，ウォーラスティンやモデルスキー あるいはギルピンの場合にも

みられるように，覇権と世界システムのサイクルが現出する上で技術革新が重

要な要素として絡んでいることは，　般に認められていることである 。しかし ，

それぞれの時代の覇権と世界システムにはそれぞれ固有の生産 システムの存在

かあり ，覇権と世界 ノステムの動態か生産 ！ステムの歴史的な展開と連動して

いるという点を具体的にあきらかにしたものは見当たらない 。

　しかし，いわゆる世界 システム論や覇権理論という枠にとらわれず，視野を

広げてみると ，それに近似する問題提起をした業積が存在する 。それらは，つ

ぎに紹介するように，必ずしもここで念頭にある生産 システムの観点からの問

題提起というわけではない。それは，未だ技術革新や産業構造のレベルからの

問題設定にととまっ ている 。しかし，これらの業績は，さらに問題を煮つめて
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いく上で，重要なステ ップとなるものである 。

　ここでは，そのようなものとして ，村上泰兄氏およぴ薬師寺泰蔵氏の問題提

起を紹介する 。

　◎村上泰元氏の「技術パラタイム論」

　村上泰亮氏について紹介するのは，「転換する産業文明と２１世紀への展望

　　『技術パラダイム』による一考察」と題する論文（ｒエコノミスト』１９８３年

４月５日号所収。後に同氏著『新中間大衆の時代』中央公論杜，１９８４年，第８章に「２１

世紀産業文明への展望」として収録）の中でなされている問題提起である 。

　同氏は，同上論文の中で，１９８０年代の今日 ，０技術発展の特徴，　国内の

杜会 ・経済状況，　国際関係とい った，杜会 システムの全体にわた って１つ

の大きな時代の転換期が訪れているという認識を出発点にして ，このような現

代の杜会的 ・経済的転換が１８世紀産業革命以来の産業文明の歴史の中にどのよ

うに位置づけられるか，と問い，まずこれに対する解答の基本的な姿勢として ，

つぎの３つの方向か考えられるとする 。

　い）産業文明それ自体か終焉しつつある 。

　（Ｂ）産業文明の中で ，世紀を単位とするような大きな段階の転換か生じつつ

ある 。

　（Ｃ）産業文明の中で ，たまたま落ちこみの深い景気循環の谷か訪れつつある 。

　同氏自身は，これらの姿勢の中で（Ｂ）の方向をとるとした上で，さらに産業

文明の歴史はつぎのように，世紀を単位とする３つの段階に区分して考えられ

るとする 。

　（１）「１９世紀 ！ステム」段階　　１８世紀の産業革命から１８７０年代までの第１

　　期 。

　（１１）「２０世紀 ！ステム」段階　　　１８８０年代から１９７０年代までの第２期
。

　帥「２１世紀 ！ステム」段階　　１９７３年の石油危機に始まる第３期 。

　すでにあきらかなように，このような村上氏の時代認識は，これまでみてき

た世界 システム 論や覇権理論の論者の時代認識と大枠において共通するものを
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もっ ている 。もちろん，村上氏はこのような段階区分を覇権サイクル論を則提

にして捉えているわけではないし，またその時期区分についても一致している

わげではない。しかし ，産業革命によっ て資本主義が確立した１８世紀末以降の

歴史を世紀単位の段階区分で把握しようとしているところは，世界システム 論

や覇権理論の論者の認識と概ね変わらない。また，村上氏の上のような段階認

識そのものが，後者の影響を背景に，（ｉ）バクス ・ブリタニカの時代→「１９世

紀システム」の段階，（ｉｉ）バクス ・アメリカーナの時代→「２０世紀 システム」

の段階，そして固ポスト ・バクス ・アメリカーナの時代→「２１世紀 システム」

の段階，という対応で描かれたものであることは，説明の中で十分伺えるとこ

ろである 。

　さて，村上氏によれば，このような段階区分を基礎つけているのは，「技術」
，

つまり「外界と人間との関係のあり方」である 。ただし，ここで「技術」とい

う場合，同氏が念頭においているのは，「ばらばらな外界制御知識の集まりで

はなく ，暗黙な世界イメージによっ てある程度統合された実用的知識の枠組

み」であり ，トーマス ・クー■（Ｔｈ　Ｓ　Ｋｕｈｎ）の用語でいえぱ，「技術パラタ

イム」といわれるべきものであるという 。

　そこで，この「技術バラダイム」という概念を使って具体的にどのように段

階認識かなされるかをみると ，まず目１」提として ，　般に１つの段階を形成する

「技術パラダイム」は，実際には２段構えで出現するという 。つまり ，第１は ，

「突破のための部分的バラタイム」であり ，第２は，「成熟のための全体的バラ

ダイム」である 。

　このような認識に立って ，具体的に１つの歴史段階が形成されるプ ロセスが

つぎのように理解されている 。

　　「新しい時代が出発するためには，突破のための部分的パラダイム が， ま

　ず成立しなければならない。１９世紀 システムでいえぱ，綿織物工業を中心と

　して部分的パラダイム が成立し，その産業に関するかぎり生産性の向上も明

　らかとなる。しかし国内全体の杜会体制は，にわかにはこの新しい玩象に適

　応しないし，さらに国際的な経済秩序も急には調整できない。たとえぱ当時
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　のイギリスの杜会は長期間の混乱を経験したし，欧州での覇権が フランスか

　らイギリスに移るのにも大戦争が必要であ った。結局，新しい時代の登場は ，

　『突破のための部分的パラダイム』の成立（その部分における生産性向上）

　→『国内的調整』およぴ『国際的調整』→『成熟のための全体的パラタイ

　ム』 ，という順序をたどっ て進行すると思われる 。（村上泰亮『新中間大衆の時

　代』１９８４年，中央公論杜，３４２べ 一ジ 。）

　この点を段階にそくして具体的にみると ，１９世紀 システムの場合には，「突

破のための部分的パラダイム」は綿織物産業を中心とした技術体系であり ，こ

れは周知のように，１８世紀末から１９世紀にかげて ，イギリスの主導の下で形成

された。さらに１９世紀 ノステムにおけるｒ成執のための全体的パラタイム」は

鉄道網を基幹としたより広範な技術体系であ った。１８５０年代から７０年代にかげ

ての４半世紀は，鉄道網の発展を中心にした「成熟のための全体的ハラタイ

ム」に支えられた１９世紀 システムの欄熟期であ った 。

　２０世紀 システムについていえば，「突破のための部分的パラダイム」は自動

車産業を中心とした技術体系であり ，これは第１次世界大戦から１９２０年代に
，

アメリカの主導の下で形成された（ただし，１８７０年代から第１次大戦に至るまでの

時期は，電気技術や化学技術などさまざまな新技術が登場してくるが，まだ２０世紀 シス

テムにおける「突破のための部分的パラダイム」が登場しない，準備期 ・模索期であ っ

たとされている）。 さらに２０世紀 ノステムにおげる「成熟のための全体的ハラタ

イム」は自動車を含んださまざまな耐久消費財を供給する技術体系であ った 。

第２次大戦後１９７３年（石油危機）までの４半世紀は，自動車ばかりではなく ，

各種家庭電気 ・電子機器やその他さまさまの耐久消費財産業にもとつく「成熟

のための全体的パラタイム」に支えられた２０世紀 ！ステムの燗熟期であ った 。

　しかし ，このような２０世紀 システムの，耐久消費財を基幹とした「技術パラ

ダイム」は，一方では精綴化され，他方では生産の大規模化をともな って発展

を続げるが，その速度はしだいに減退していかざるをえない。また耐久消費財

の需要は，その普及とともに飽和の度を加えてくる 。こうして ，１９６０年代の大

繁栄期に２０世紀 システムの「技術パラダイム」はその発展力を使い果たし ，
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１９７３年の「石油危機」を契機として終焉を遂げることにな った 。

　村上氏は，同氏の「技術パラダイム」論を基礎にして ，１８世紀末の産業革命

以来，今日までの２世紀にわたる産業文明の時代（資本主義杜会の時代）の展開

を以上のように理解した上で，１９８０年代の今目の時期を，１世紀前の１８９０年代

から第１次大戦に至る時期になぞらえ，新しい産業文明 ！ステム ，すなわち２１

世紀 ノステムにとっ ての「突破のための部分的バラタイム」の準備期 ・模索期

としている 。そして，今日展開している技術革新，とりわけマイクロ ・エレク

トロニクスの発展が，そのような２１世紀 システムにとっての「突破のための部

分的バラダイム」を準備する技術的支柱と理解されている 。

　以上，紹介してきたように，村上氏の場合，１８世紀末産業革命以来の産業文

明の時代，つまり資本主義確立後の時代について，これまでにみた世界 ！ステ

ム論や覇権理論の場合と基本的に同様の歴史認識，段階認識を同１』提とした上で ，

その段階的な展開を基礎づけるもっとも根源的な要因として，技術の体系

　　それは「技術バラタイム」という概念で提えられている　　という要因

を見出している 。

　確かに，筆者が前節の最後で，ライシ ュの見解をとおして念頭に浮かび上が

らせた「生産 システム」というものと ，村上氏が見出した「技術パラダイム」

との間には，距離がある 。村上氏が「技術パラダイム」という場合，それは ，

１９世紀における綿織物産業，機械産業，製鉄業，石炭業，鉄道業などの体系 ，

あるいは２０世紀におげる自動車産業，鉄鋼業，電気機械 ・エレクトロニクス 産

業， 化学産業，石油産業，通信産業なとの体系，とい ったように，具体的には

それぞれの時代に固有の産業構造のレヘルで捉えられている。したか って ，そ

れは，必ずしもそれぞれの時代に支配した固有の生産技術の原理や様式のレヘ

ルまで掘り下げて理解されてはいない。しかし，生産 システムという場合，必

要なのは，技術についてのこのレベルでの認識である 。

　このような距離があるとはいえ，筆者の問題意識を深める上で，村上氏の問

題提起は重要な意義をもっている 。

（３４４）
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　　薬師寺泰蔵氏の「テクノヘゲモニー 論」

　筆者の問題意識を具体化する上で，もう一つ紹介しておかなけれぼならない

のは，最近の薬師寺泰蔵氏の議論である 。同氏の考えかたは，著作『テクノヘ

ゲモニー』（１９８９年，中公新書）およびその他の論文の中で示されている 。

　薬師寺氏の場合には，近年の世界 システム 論や覇権理論の盛行を背景にして ，

はじめから覇権と世界 ノステムの動態を歴史意識にもち，それと技術革新の展

開との関連を問題にしている 。その点ては，筆者の立てた問題と ，より直接的

なつながりをもっ ている 。

　同氏は，前掲の『テクノヘゲモニー』に先立 って ，１９８３年に「技術革新と国

際システムの変容」（『国際問題』Ｎ・． ２７４．１９８３年１月）と題する論文で，ウォー

ラスティノ ，モデルスキー ギルピソなどの世界 システム 論， 覇権理論をサ ー

ベイし ，そこに潜む技術的な含意を抽出している 。そして ，同氏の言葉によれ

ば， 「そこから ，国際 システム 変容論の ロジ ックと技術革新の ロジ ックがきわ

めて類似していることを指摘し ，変容は既存のバラダイムから必然的にあらわ

れ， 技術革新も国際システムもともにサイクル的に変動していくという仮説を

提示」している（同上論文，３べ 一ジ）。

　同氏の近著『テクノヘゲモニー』は，このような問題意識に立 って ，それを

具体的な世界 ノステムの歴史の中てあきらかにしようとしたものてある 。同氏

は， 本書で，世界 システムの歴史を「技術」の視角から取り上げる理由を，つ

ぎのようにのべている 。

　　「１９８７年の暮れ，英国生まれの歴史学者ポー ル・ ケネデ ィが丁加Ｒ加伽４

　ル〃げ〃６Ｇ閉之Ｐｏ肋筍（邦訳『大国の興亡』）という本を出し ，米国で大変

　なベストセラー にな った。以前，国際政治学者Ａ．オーガンスキー たちは ，

　列強の交代を人口 ，生産性，政府の政策力などの国家の能力で説明した。ケ

　ネデ ィの本は，このオーガソスキー 流の国家能力説の一つのバリエーショノ

　だということが出来よう 。

　　国家能力は，人間にたとえれは，腕力や知力に相当する 。人の腕力や知力

　は，体の『内部状態』に依存し，体の調子が良いときはその人の能力も高く ，
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　調子の悪いときは能力も低くなる 。この点，オーガンスキーやケネデ ィも
，

　外に表出された結果としての腕力や知力を語っているか，内部の調子に関し

　てはあまり述べていない 。

　　私は，本書を執筆するに当た って ，ある国の体の調子の一つである内部的

　な技術発展プ ロセスを描こうと試みた。その結果，ある特異な技術プ ロセス

　を持つ国だけが国際政治の舞台で台頭出来るのではなかろうかという暫定的

　な結論に到達した。その特異な形態というのは，　　 エミュレ１／ヨ：／に他

　ならない。」（同上書，２６５ぺ 一ジ
。）

　すでにあきらかなように，薬師寺氏のキーワードは，「エミュレーション」

である 。同氏によれば，エミュレーションとは，「模倣十アルファ」であり ，

このアルファには２つの意味があるという 。その一つは「競争状態」，つまり

競争で模倣が行われることであり ，もう一つは「外部性」，つまり模倣だけで

はなく ，何か外から別の技術を連結したり ，融合させたりすることである 。

　エミュレーションは，実際には一つのプ ロセスとして，サイクルを描いて展

開する 。この点を理解することによっ て， 同氏のいうエミュレーションの意味

がより明確になるであろう 。同氏は，この点を，最近の別の論文「目本に『技

術覇権』は移らない」（［Ｖｏｉｃｅ』１９８９年９月号）で，つぎのようにのべている 。

　「私は，…… 大国といわれた国を支えていた基幹産業技術の発展バターソ

を調べてみた。すると ，どの例も ，エミュレーション ・サイクルともいうべ

きサイクルを描いていることが判 った 。

　このサイクルには２つの山がある 。第１の山は，まず，ある国のある企業

（あるいは個人）が先進国から技術を模倣移転する 。すると ，それをさらに

真似る沢山の企業が林立し，それらは次第に淘汰され産業秩序ができあがる 。

今度は，この秩序から抜け駈けしようとする企業が現れるが，この企業は ，

模倣技術に外部から別な技術を『接ぎ木』することによって（これかエミュ

レーショソであるが），突然出てくる 。すると ，またもやこれを模倣する企

業が現れ，第２次産業移序の『勢力均衡』が確立する 。ここまで来ると ，模
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　倣国は模倣された国よりも技術が優秀になる 。」（同上論文，１３４べ 一ジ 。）

　薬師寺氏は，こうして ，エミュレー：■ヨ■というプ ロセスを経て ，技術発展

の主導性　　 これを同氏は「テクノヘゲモニー（技術覇権）」とい っている

　　がある国から他の国に移転してき，それを基盤として国際政治上の覇権

も移転していくという考えを提示している 。

　このような考えかたに立 って ，同氏は，『テクノヘゲモニー』で具体的に ，

０１８世紀末イキリスの産業革命の基軸とな った綿織物技術，（２）２０世紀アメリ

カの技術覇権の基軸とな った互換性製造技術，いわゆる「アメリカン ・システ

ム（アメリカ 中生産 システム）」の形成についてあきらかにしている
。

　１８世紀末イギリスの綿織物技術についていえば，これは，１７世紀にフランス

から宗教戦争に破れて国外に脱出し，イギリスに流入して ，帰化したユグノー

（フラソスの新教徒）たちの衣類や装飾品の製造技術，とりわげ絹織物技術が基

礎にな っている 。つまり ，このような フランスからの帰化人ユグノーの持って

いた織物技術はそれまて他国に比へて低位であ ったイギリスの織物技術を急速

に高めたが，それとともに，さらにそれが綿布の大量需要と結びつけられるこ

とによっ て， イギリス産業革命の基軸となる綿織物技術が確立された 。

　２０世紀アメリカの互換性製造技術についていえば，これも ，源流はすでに１８

世紀にフランスが擁していた高度な武器製造の互換性技術である 。当時アメリ

カは，イギリスからの軍事侵略に備えるために，フラ１■スのもつ武器の互換性

製造技術を積極的に導入した。そして ，この技術が１９世紀後半から２０世紀にか

けて ，ミ！ノ ，タイプライター 自転車，自動車，家庭電気機器などの，大量

需要を伴う新製品（耐久消費財）の開発と結びつけられることによっ て， ２０世

紀アメリカの技術覇権の基軸となる互換性製造技術，「アメリカ１／ ・システム」

が確立された，というわけである 。

　以上，紹介してきたように，薬師寺氏の場合には，１９世紀のパクス ・ブリタ

ニカ ，２０世紀のパクス ・アメリカーナという ，覇権と世界 システムの動態を具

体的に念頭におきなから，その展開を基礎つける根源的な要因として，技術と

いう要因を見出している 。しかも ，同氏の場合の特徴は，技術という場合，す
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でにあきらかなように，とくにそれぞれの時代に固有の製造技術に注目してい

る点である。この点は，主として産業構造のレヘルでそれぞれの時代の技術の

特徴を捉えようとした村上氏の場合とは違う点である 。

　しかし，薬師寺氏の場合，問題意識の中心にあるのは，そのような技術の発

展プ ロセス ，つまりエミュレーションのプ ロセスである 。しかも ，世界 システ

ムの動態におげるそのようなプ ロセスの　般性の強調に力点があり ，技術その

ものの発展の系統性 ・段階性とい った側面については必ずしも重点がおかれて

いない。したが って ，それぞれの時代に固有の製造技術の特徴に着目しつつも ，

それをもう一歩深めて ，技術そのものをシステムとして，つまり「生産 システ

ム」として捉える作業がまだ必ずしも十分ではないと思われる 。

　筆者の問題意識からすれば，このような点を念頭においた作業をすすめつつ ，

その上で，そのエッセソスがそれを先駆的に創出した覇権国の杜会的 ・経済的 ，

さらに文化的な諸条件との関連でどのようにして形成されてきたのかを分析す

ることが必要である 。

１６）　 これまで，このようにアメリカ産業の国際競争力の低下の原因をめぐるさまざ

　まな見解を整理したものとして，たとえぱ，Ｓｃｏｔｔ，Ｂ．Ｒ．ａｎｄ　Ｌｏｄｇｅ，Ｇ．Ｃ．（ｅｄ ．）

，

　ひ＆Ｃｏ刎枇”伽伽郷ゴ〃ん３Ｗｏブ”厄６０〃ｏ刎ｙ１９８５，ｐｐ．４１－５５（邦訳『日本の脅

　威，アメリカの選択」１９８７年，光文杜，８６～１０４ぺ 一ジ） ：日本貿易会 ・貿易研究

　所丁米国産業　貿易構造の変遷と展望ｊ１９８７年，総合研究開発機構，２０～２３べ 一

　ジ，を参照。これまでの整理では，以下の４つのパターソのうち，第１から第３

　の見解を抽出するのは共通しているが，一般に第４の見解は，とくに取り上げら

　れていないようである 。

１７）〃〃，ｐｐ．４４－４６（同上邦訳，９０～９４ぺ 一ジ） ：同上書，２０べ 一ジ 。

１８）Ｒｅ１ｃｈ， Ｒ　Ｂ　ａｎｄ　Ｍａｇａｚｍｅｒ，Ｉ　Ｃ ，〃〃閉９Ａ榊肌必Ｂ郷舳５５－丁加Ｄ件

　６伽３伽６Ｒ加げ挑３Ａ舳７６６伽疵ｏ〃ｏ刎皿１９８２，Ｐａ血ｓ 皿， １Ｖ（邦訳丁アメリカ

　の挑戦　　　日米欧の企業戦略と産業政策』１９８４年，東洋経済新報杜，第皿 ，Ｗ

　部を参照 。

１ｇ）　Ｒｅｐｏれｏｆ　Ｐｒｅｓ１
ｄｅｎｔ’ｓ　Ｃｏｍｍ１ｓｓ１ｏｎ　ｏｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒ１ａ１Ｃｏｍｐｅｔｌｔｌｖｅｎｅｓｓ　ＧＺｏ加Ｚ

　Ｃｏ刎〃〃～伽鮒一丁加１Ｖ；３〃Ｒ伽〃似Ｖｏ１・２．１９８５，ＰＰ
・８－１２，２０－３２・このヤング

　報告については，朝日稔『日米経済摩擦の新展開』１９８９年，大月書店，第４章

　「レーガンの国際競争力強化の基本戦略」がくわしく紹介，分析している 。参照
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　されたい 。

２０）　日本の経営学者では，たとえば，奥村昭博「ウォール街重視経営がアメリカ産

　業をダメにした」『Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ　Ｔｏｄａｙ』Ｎｏ． １１．１９８８年１１月 ，を参照 。

２１）Ｄｅ血ｏｕｚｏｓ，Ｍ．Ｌ
．，

Ｌｅｓｔｅｒ，Ｒ．Ｋ．ａｎｄ　Ｓｏ１ｏｗ，Ｒ．Ｍ
．， 〃〃３加Ａ肋ブ加一一 伽

　ｇ〃伽〃９〃３戸ズｏ６肌〃刀３１１：３９３．１９８９，Ｃｈａｐｓ ３－８

４． つぎの課題へ

　近代の世界 システムにはその生産力を支える固有の「生産 システム」があり ，

覇権の所在はそのような「生産システム」の先駆的な創出と深くかかわ ってい

るのではないかということ ，したが ってまた覇権の交替は「生産 システム」の

歴史的な展開と連動しているのではないかというのが，これまでのところで到

達した筆者の問題意識てあ った。このことを念頭において ，さらに，これまて

にそのような観点，ないしそれに近い観点で論議をすすめている２人の論者の

見解を紹介してきた 。

　上のような問題をあきらかにしていく上での具体的なポイノトは，すでに２

人の論者の見解についての筆老の コメントに示されているとおりである 。

　後続の作業では，とくに１８世紀末以降の世界 システムの動態を念頭におきな

から ，具体的に「生産 ノステム」の歴史的な展開をあきらかにする 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８９年８月２５日脱稿）

（３４９）




